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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第194期 第195期 第196期 第197期 第198期 第199期

決算年月 平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成18年１月平成19年１月平成20年１月

売上高
(百万

円)
123,285116,543110,64482,56999,340102,529

経常利益又は
経常損失（△）

(百万
円)

2,099 2,246 1,430 △529 460 445

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万
円)

△7 △1,440 △2,642△6,789 4,967 530

純資産額
(百万

円)
2,498 3,636 1,018 4,259 9,179 8,537

総資産額
(百万

円)
98,222 85,070 76,32953,76750,866 50,960

１株当たり純資産額 (円) 24.49 33.66 9.44 △53.23 △7.66 △7.45

１株当たり当期純利
益
又は当期純損失(△)

(円) △0.08 △13.68 △24.47△62.88 46.01 1.81

潜在株式調整後
１株当たり当期純利
益

(円) ― ― ― ― 27.28 ―

自己資本比率 (％) 2.54 4.27 1.33 7.92 18.05 16.75

自己資本利益率 (％) △0.25 △46.95△113.53△257.25 73.92 5.98

株価収益率 (倍) △2,049.76△15.35 △10.67 △3.44 4.15 60.90

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

3,391 △910 4,256△2,116△1,183 946

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

7,714 7,079 7,411 6,338 6,575 207

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△5,434△11,078△4,517△13,898△6,347 △217

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万
円)

15,922 11,069 18,219 8,562 7,647 8,583

従業員数
[外、平均臨時
雇用者数]

(名)
1,838
[1,834]

1,476
[1,782]

1,045
[1,772]

995
[1,834]

935
[1,874]

925
[2,318]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第194期、第195期、第196期及び第197期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額については、１株当たり当期純損失が計上されているため、また、第199期の潜在株
式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が
存在しないため記載しておりません。

３　第195期において、希望退職制度の実施により従業員数は271名減少しております。
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４　第196期において、従業員数は平成16年４月１日の会社分割により設立された丸善システムインテグ

レーション㈱（現 京セラ丸善システムインテグレーション㈱）が、平成16年９月末日をもって連結子

会社から持分法適用関連会社になったことにより321名減少しております。

５　平成17年６月29日開催の第196期定時株主総会決議により、決算期を３月31日から１月31日に変更いた

しました。したがって、第197期は平成17年４月１日から平成18年１月31日までの10ヶ月決算となって

おります。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第194期 第195期 第196期 第197期 第198期 第199期

決算年月 平成15年３月平成16年３月平成17年３月平成18年１月平成19年１月平成20年１月

売上高
(百万

円)
113,973107,47599,782 78,233 98,147101,616

経常利益又は
経常損失（△）

(百万

円)
1,605 2,479 1,572 △138 415 115

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万

円)
△3,054 △4,112 △3,740△14,675 4,906 139

資本金
(百万

円)
12,173 12,827 12,827 5,503 2,000 2,000

発行済株式総数 (千株) 102,162108,162108,162

普通株式
　108,162

第1回Ａ種優先

株式

11
第1回Ｂ種優先

株式

11
第1回Ｃ種優先

株式

11
第1回Ｄ種優先

株式

11
第1回Ｅ種優先

株式

7
第1回Ｆ種優先

株式

7
第1回Ｇ種優先

株式

7
第1回Ｈ種優先

株式

7
合計

108,236

普通株式
　108,162

第1回Ａ種優先

株式

11
第1回Ｂ種優先

株式

11
第1回Ｃ種優先

株式

11
第1回Ｄ種優先

株式

11
第1回Ｅ種優先

株式

7
第1回Ｆ種優先

株式

7
第1回Ｇ種優先

株式

7
第1回Ｈ種優先

株式

7
合計

108,236

普通株式
　108,162

第1回Ａ種優先

株式

11
第1回Ｂ種優先

株式

11
第1回Ｃ種優先

株式

11
第1回Ｄ種優先

株式

11
第1回Ｆ種優先

株式

7
第1回Ｇ種優先

株式

7
第1回Ｈ種優先

株式

7
合計

108,229

純資産額
(百万

円)
15,212 13,668 9,944 5,298 10,158 9,124

総資産額
(百万

円)
113,442102,52394,939 73,999 71,494 71,274

１株当たり純資産額 (円) 149.09 126.54 92.09 △43.61 1.41 △2.01

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ― ―
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１株当たり当期純利
益
又 は 当 期 純 損 失
（△）

(円) △29.93 △39.07 △34.63△135.92 45.45 △1.82

潜在株式調整後
１株当たり当期純利
益

(円) ― ― ― ― 26.95 ―

自己資本比率 (％) 13.41 13.33 10.47 7.16 14.21 12.81

自己資本利益率 (％) △17.67 △28.48 △31.68△192.56 63.49 1.72

株価収益率 (倍) △5.15 △5.37 △7.54 △1.59 4.20 △70.22

配当性向 (％) ― ― ― ― ― ―

従業員数
[外、平均臨時
雇用者数]

(名)
1,481
[1,382]

1,164
[1,408]

919
[1,459]

902
[1,630]

859
[1,765]

856
[2,220]
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(注) １　売上高には、建物賃貸収入が含まれております。なお、消費税等は含まれておりません。

２　第194期、第195期、第196期、第197期及び第199期の潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりま
せん。

３　第195期において、希望退職制度の実施により従業員数は257名減少しております。

４　第196期において、従業員数は平成16年４月１日にコンテンツ＆ソリューションシ
ステム事業部を会社分割したことにより160名減少しております。

５　平成17年６月29日開催の第196期定時株主総会決議により、決算期を３月31日から１月31日に変更いた

しました。したがって、第197期は平成17年４月１日から平成18年１月31日までの10ヶ月決算となって

おります。
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２ 【沿革】

明治２年１月 福沢諭吉氏の門人、早矢仕有的が横浜新浜町に丸屋商社を創業

明治３年３月 日本橋店開店、順次大阪・京都・名古屋に開店

明治13年３月 定款を制定し責任有限丸善商社に改組、本店を東京に移転

明治26年11月商法の施行に基づき丸善株式会社となる

明治27年５月 丸善株式会社として登記完了

大正２年９月 福岡支店開設、以後仙台・札幌等各地に支店網を完成

昭和24年４月 東京証券取引所に株式を上場

昭和26年９月 営業目的を変更し、一部を除き現在の営業目的を制定

昭和28年４月 丸善出版㈱を吸収合併

昭和35年６月 ㈱第一鋼鉄工業所(現・連結子会社)との間に業務提携締結

昭和43年８月 ㈱丸善洋物卸店並びに丸善製品販売㈱を吸収合併

昭和44年１月 丸善創業100年、東京平和島に丸善配送センター完成

昭和46年12月大阪茨木に丸善配送センター完成

昭和49年５月 筑波支店開設

昭和51年８月 丸善ブックメイツ㈱(現・連結子会社)を設立

昭和53年10月丸善メイツ㈱(現・連結子会社)を設立

昭和54年11月丸善システムサービス㈱(現・連結子会社)を設立

昭和56年10月営業目的に学術情報提供サービス業を追加

平成元年２月 ㈱イチ・ニ・イチを設立

平成２年４月 「情報と知」に係わる知的環境創造業としての事業ドメインを確立

平成２年６月 営業目的に建築工事の設計、監理及び請負業を追加

〃 ㈱オルモ(現・連結子会社)を設立

平成９年４月 ISO9001の認証取得を機に「電子計算機事業部」を「コンテンツ＆ソリューショ

ンシステム事業部」に改称

平成10年４月 書籍雑誌事業部と情報図書館システム営業部を統合し「学術情報ナビゲーション

事業部」を発足

平成12年３月 ㈱第一鋼鉄工業所(現・連結子会社)が丸善精機工業㈱を吸収合併

〃 丸善ブックメイツ㈱(現・連結子会社)が丸善ブックメイツ大阪㈱を吸収合併

平成13年10月㈱イチ・ニ・イチは事業の見直し、整理を行い、その営業のほとんどを平成13年８

月１日に設立した㈱丸善トライコム(現・連結子会社)に譲渡

平成14年６月 丸善システムサービス㈱のリース資産を譲渡

平成14年８月 ㈱イチ・ニ・イチは事業の見直し、整理に伴い清算

平成16年４月 「コンテンツ＆ソリューションシステム事業部」を会社分割し、丸善システムイ

ンテグレーション㈱を設立

平成16年９月 丸善システムインテグレーション㈱に丸善システムサービス㈱のコンピュータ事

業及び丸善コンピュータシステム㈱の統合会社を吸収合併
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平成16年９月 当社と京セラコミュニケーションシステム㈱との資本・業務提携、丸善システ

ムインテグレーション㈱の株式60％を京セラコミュニケーションシステム㈱に

譲渡

〃 丸善システムインテグレーション㈱を京セラ丸善システムインテグレーション

㈱（現・持分法適用会社）に社名変更

平成16年10月日本橋店閉店（再開発工事開始）

平成17年８月 大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社に対し、

優先株式による100億６百万円の第三者割当増資を実施

平成18年７月 株式会社ヤマノホールディングス関連会社と丸善ヤマノ株式会社を設立（当社

出資比率10％）し、同社に対し店外洋品催事事業を事業譲渡。さらに同年12月

「丸善服飾舘日本橋」における洋品店舗事業を同社に事業譲渡

平成19年３月 日本橋店開店（再開発工事完了）

平成19年８月 大日本印刷株式会社と業務・資本提携。同社は大和証券エスエムビーシープリ

ンシパル・インベストメンツ株式会社より、当社が平成17年８月に発行の優先

株式の一部を取得
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、連結財務諸表提出会社である丸善㈱を中心に子会社９

社、関連会社４社により構成されております。

当連結会計年度における事業の種類別セグメントによる事業内容及び当社と関係会社の当該事業

に係る位置づけは、次のとおりであります。

なお、区分は事業の種類別セグメントと同一であります。

 

区分 主要な事業内容 会社名

教育・学術事業

大学、官庁付置研究機関、企業資料

室、公共図書館等への学術情報を中

心にした書籍販売等

当社（教育・学術事業本部）

Maruzen International Co.,Ltd.

㈱けいはんなインフォザール

大学等教育研究機関、国公行政機関

等の図書館・教室などの建築及び

内装設備の設計施工

当社（教育・学術事業本部）

店舗事業

主要都市に店舗を設け、書籍のほか

文具、洋品等の複合的な店舗販売及

びその関連事業

当社（店舗事業部）

丸善ブックメイツ㈱、丸善メイツ㈱

丸善ソフィック㈱

主にロードショップで書籍のほか

文具、文化雑貨等の複合的な販売及

びＡＶ製品等のレンタル

㈱オルモ

出版事業

学術専門書中心の出版業 当社（出版事業部）

出版に係る企画、編集、製作等の請

負
丸善プラネット㈱

店舗内装事業

及びその他事業

書店・文具店など文化系小売業の

店舗設備の設計施工

当社（ショップ・システム・プロデュース事業

部）

図書館設備什器及び店舗設備什器

の製造・塗装・組立
㈱第一鋼鉄工業所

店舗用建物及び付属設備の建築並

びに内装工事の企画、設計、施工及

び監理

㈱ビー・オー・エム

不動産賃貸業ほか
当社（不動産関連部署ほか）

丸善システムサービス㈱、㈱丸善トライコム

(注)　１．上記の他、京セラ丸善システムインテグレーション㈱、マイクロメイト岡山㈱の主要な事業内容は、当

社のＩＴビジネス事業の請負及びコンピュータに係る運用管理請負であります。

　　　　２．㈱けいはんなインフォザールは平成19年６月29日にて会社清算しております。

 

以上のグループについて図示すると次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）      

丸善システムサービス㈱(注
４)

東京都中央区 30
店舗内装事業
及びその他事
業

100.0
不動産の賃貸・管理業
資金の貸付
役員の兼任等…１名

丸善ブックメイツ㈱(注４) 東京都中央区 30 店舗事業 100.0

当社の書籍等店舗業務の
委託
資金の貸付
役員の兼任等…１名

丸善メイツ㈱（注３） 東京都中央区 12 店舗事業
100.0
(96.7)

当社の書籍等店舗業務の
委託
資金の貸付
役員の兼任等…１名

㈱オルモ 宮城県名取市 10 店舗事業 100.0

書籍の販売・ビデオ・CD
・DVDのレンタル業務の分
担
資金の貸付
役員の兼任等…１名

㈱第一鋼鉄工業所 神奈川県大和市 29
店舗内装事業
及びその他事
業

100.0
書籍棚等の請負製造
資金の貸付
役員の兼任等…１名

㈱丸善トライコム(注４) 東京都中央区 20
店舗内装事業
及びその他事
業

100.0
不動産の賃貸業
資金の貸付
役員の兼任等…１名

（持分法適用関連会社）      

京セラ丸善システムインテグ
レーション㈱

東京都港区 380（注２） 27.3
当社のＩＴビジネス事業
の請負
役員の兼任等…１名

（その他の関係会社）      

大日本印刷㈱（注５） 東京都新宿区 114,464
印刷事業及び
清涼飲料水事
業

（被所有）
25.6

印刷物の仕入

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　主要な事業は、当社のＩＴビジネス事業の請負であります。

３　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

４　債務超過会社。債務超過の金額は、平成20年１月末時点で丸善システムサービス㈱
は10,659百万円、平成19年12月末時点で丸善ブックメイツ㈱は5,425百万円、㈱丸善ト
ライコムは1,823百万円であります。

５　有価証券報告書の提出会社であります。

 

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

 11/182



５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年１月31
日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

教育・学術事業 494 (   956 )

店舗事業 200 ( 1,301 )

出版事業 45 (     6 )

店舗内装事業及びその他事業 83 (    37 )

全社(共通) 103 (    18 )

合計 925 ( 2,318 )

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　全社(共通)として記載されている従業員数及び臨時雇用者数は、特定のセグメント
に区分できない管理部門に所属しているものであります。

 

 (2) 提出会社の状況

平成20年１月31
日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

 856( 2,220 ) 41.3 17.4 5,529,490

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間平均人員を(　)外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は、丸善労働組合と称し、平成20年１月31日現在の組合員数は569人であり、労使

関係は円満に維持されております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期こそ堅調な企業収益の改善を背
景とした民間設備投資の増加や雇用情勢の改善により、引き続き緩やかな回復基
調を示す動きとなりましたが、下半期は原油価格の高騰や米国のサブプライム住
宅ローン問題に端を発した金融市場の混乱等により一転先行き不透明感を増しつ
つあります。

　このような経済環境のなか教育・学術市場におきましては、大学は前年並みの入
学定員充足率となったものの、依然として大学・短大経営には厳しい環境が続い
ております。そのなかで各大学・短大とも生き残りをかけた大学改革・教育改革
を前向きに行っており、当社との関連では図書館業務の外部委託等の経営の合理
化及び利用者サービス向上の観点からのソリューションニーズが拡大しておりま
す。

　店舗事業におきましてもその取巻く環境は依然として厳しく、業界全体での平成
19年の出版物推定販売額は、対前年比96.9％（２兆853億円）と３年連続マイナス
となり、特に雑誌は10年連続の落ち込みと市場の縮小傾向に歯止めがかかってお
りません。このような状況のなかで当社の既存店舗の売上高は落ち込んだものの、
平成19年３月に再開店いたしました「日本橋店」をはじめ、平成18年９月開店の
「ラゾーナ川崎店」、同年12月開店の「八尾アリオ店」などの出店効果もあり、当
事業の売上高におきましては昨年を上回る実績を残すことができました。

　出版事業におきましては、平成19年の業界全体の書籍推定販売額が対前年比
96.8％（9,026億円）で、平成８年の１兆931億円をピークとした下落基調に変化は
なく、理工系専門書版元は軒並み売上を落とし、ここ数年売上が伸び続けた医学書
も昨年は対前年比でマイナスとなりました。このような市場環境を受け、当社では
新刊企画の内容と企画立案のプロセスを抜本的に見直す取組を行ったことから、
当期における新刊出版点数が減少し、売上で対前年比87.8％と大変厳しい結果とな
りました。

　店舗内装事業におきましては、新古書の取扱いを開始する新刊書店の登場や、異
業種間のコラボレーションの加速などにより、新業態の出現や新規参入が活発化
しており、当事業においてはビジネスチャンスの拡大とともに顧客ニーズの多様
化が進んでおります。当社は、このような状況のなかで低価格攻勢を行う競合他社
に対して、顧客に対する物件紹介・コンサルティング提案・デザイン提案等を実
施するというプロデュース型の営業活動で対抗する等により、一定の成果をあげ
ることができました。

　以上の結果、売上高は、1,025億29百万円と前年同期と比べ31億88百万円の増収（

3.2％）となりました。利益面につきましては、営業利益は、３億２百万円と前年同

期と比べ５億40百万円の減益（△64.1％）、経常利益は、４億45百万円と前年同期

と比べ15百万円の減益（△3.4％）となりました。特別利益として、プリンストン債

の訴訟和解金等により合計９億７百万円を計上し、特別損失として、「大阪心斎橋
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そごう店」の閉店に伴う店舗撤退損等により合計５億23百万円を計上いたしまし

たので、当期純利益は、５億30百万円と前年同期と比べ44億36百万円の減益（△

89.3％）となりました。
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事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

［教育・学術事業］

　当事業におきましては、主要顧客である大学・短大をはじめとする高等教育機関
が、少子化の進展などによる環境変化のなかで、大学改革・教育改革を前向きに
行っていることもあり、新増設・改組転換（リハビリテーション、幼児教育系（保
育系）の学部学科）が増加傾向にあります。しかしながら、近年続いた薬学部や医
療系学部の新設が一段落したこともあり、１件当たりの投資規模は縮小しており
ます。また、大学・短大で進む経常的経費の支出内容の見直しについては、大学の
規模や特性に合わせた顧客戦略の強化による対応に着手しております。

　さらに、営業活動において、営業支援ツール「Microsoft Dynamics CRM」を導入す
ることで、新規案件発掘から成約に至るプロセス管理と顧客情報のデータベース
化により、取引拡大と顧客との関係強化を促進いたしました。なお、このような当
社の取組みが評価され、先進的な顧客中心経営（ＣＲＭ）により特に優れた成果
をあげている企業・団体等に与えられる「2007年　ＣＲＭベストプラクティス
賞」（主催：ＣＲＭ協議会）を受賞いたしました。

　また、全国の大学に約100店舗を展開する学内売店を統括する組織を事業本部内
に設置し、学生マーケットへの取組みを本格的に開始いたしました。その取組みの
一環として平成20年１月に株式会社エーエム・ピーエム・ジャパンとの業務提携
基本合意を発表いたしました。同社の有するコンビニエンスストアとレンタルＤ
ＶＤなどの複合業態と当社の学内売店に関するノウハウを融合させた新業態店舗
を開発し、学内売店利用者の満足度向上、ひいてはキャンパスの魅力度向上を図る
べく、今後全国にこの提携による新業態店舗を展開してまいります。

　商品及び取引別の施策では、教科書販売は入学者逓減傾向の影響はありました
が、専門学校を含めた新規顧客の獲得で成果をあげることができました。外国雑誌
は依然厳しい商環境にありますが、システム改善により他社競合案件での見積精
度と業務効率を向上させ、既存顧客の受注拡大及び顧客奪還に努め、ここ数年の売
上減少傾向に歯止めをかけました。

　一方、ソリューション事業では、新増設・改組等を支援する大学経営コンサル
テーションから、図書館の運営アウトソーシング等を提供する図書館業務支援や
講義等の業務支援、さらには魅力あるキャンパスづくりのための教室等の構想段
階から施工までの施設支援に至るまで、ワンストップサービスを実現する多彩な
メニューを整備いたしました。

　特に、図書館業務支援においては、専門部署である「図書館サービスセンター」
の組織及び人員を増強して、高まるアウトソーシングニーズに対応する体制を強
化したこともあり、業務委託の受注金額が大幅に拡大し、2007年度の大学市場にお
ける導入機関数で国内No.１シェアを獲得いたしました。

　工事関連については、不適切な会計処理問題への反省から、顧客への提案、契約、
納品の各過程においてチェック機能を高めて業務精度を上げるとともに、外部専
門家からの指導の下、新たな業務フローを整備し、内部牽制体制の強化及び帳票類
の管理の徹底などを行いました。
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　以上の結果、当事業の売上高は557億65百万円と前年同期と比べ21億48百万円の
増収（4.0％）となり、営業利益は14億20百万円と前年同期と比べ23百万円減益
（△1.6％）となりました。
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［店舗事業］

　当事業におきましては、ビル再開発事業のため閉店しておりました「日本橋店」
は、平成19年３月９日に「The　First　MARUZEN」をコンセプトに、永年ご愛顧いた
だいているお客様はもちろん、新しいお客様からも支持され、信頼される店舗を目
指して再スタートいたしました。

　他の新規店舗といたしましては、ＪＲ立川駅構内エキュート立川内のライフスタ
イル提案型店舗「MARUZEN　CABINET」（同10月５日）と浦和パルコ４階に文
具専門店「浦和パルコ店」（同10月10日）の２店舗を出店いたしました。

　さらに、柏髙島屋ステーションモール店は売場面積を20坪増床して同８月31日に
リニューアルオープンいたしました。

　なお、日本橋店の仮店舗として営業してまいりました「日本橋店ＷＥＳＴ館」
は、日本橋店の開業に伴い、同２月15日をもって営業を終了いたしました。また、
「大阪心斎橋そごう店」は店舗が位置する高層階の集客が想定を下回り、回復も
困難であると判断し、同７月15日に閉店いたしました。

　商品別の販売動向におきましては、和書では雑誌の低迷と書籍の売行き良好書の
低価格化が顕著な一年でした。若年層に人気のケータイ小説や芸能人のエッセイ
のほか、『大人の見識』や『女性の品格』などの新書が好調でした。また、昨年末
に日本で初めて発売された『ミシュランガイド　東京』と10年ぶりに改訂された
『広辞苑　第六版』は書籍業界を活気づけました。文具では、日本橋店再開店を記
念し発売いたしました「檸檬」ボールペンや「ニューセンチュリー」万年筆をは
じめ、当社とセーラー万年筆株式会社など計５社との共同企画による「有田焼万
年筆」は各メディアで注目を集め、万年筆愛好家を中心にご好評をいただきまし
た。

　以上の結果、当事業の売上高は374億４百万円と前年同期と比べ11億６百万円の
増収（3.0％）となり、営業利益は22百万円と前年同期と比べ97百万円増益（前年
同期は74百万円の営業損失）となりました。

 

［出版事業］

　当事業におきましては、出版業界の厳しい環境を見据え、蔵版新刊の企画内容精
査を徹底して行い新刊書籍の返品リスク低減を図る取組みを進めました。

　蔵版については、『キャンベル生物学』『第５版　薬科微生物学』『図説アフリ
カの哺乳類－その進化と古環境の変遷』などの新刊103点を刊行いたしました。し
かし、前述の企画内容精査を行い、刊行タイトルを厳選した結果、刊行点数におい
ては前年を33点下回り、売上では対前年比81.8%と厳しい結果となりました。来期
以降におきましては、新刊企画立案プロセスを見直し、より効率的な企画と販売の
体制を構築し業績の向上を図ります。一方、平成18年７月から取組んだe-コンテン
ツの販売と『化学書資料館』などのサイトの充実については、売上こそ対前年比
240%と伸びたものの、企業に販売チャネルを形成できず、販売予測を大幅に下回
る結果となりました。
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　また、発売書では、『道路橋補修・補強事例集　2007年版』『道路環境影響評価の
技術手法』『平成17年度　道路交通センサス　一般交通量調査（ＣＤ－ＲＯＭ
版）』など116点の新刊を発売いたしました。映像メディアでは『認知症の基礎知
識とケア』『でんじろう先生の日曜実験室　ラブラボ！』など新刊17点を刊行い
たしました。
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　以上の結果、当事業の売上高は24億64百万円と前年同期と比べ３億42百万円の減
収（△12.2％）となり、営業利益は１億31百万円と前年同期と比べ３億92百万円減
益（△74.8％）となりました。

 

［店舗内装事業及びその他事業］

　店舗内装事業におきましては、新刊書店向け市場は、大手取次店との関係を強化
するとともに、重点顧客へのアプローチ強化を継続的に実施し、情報入手速度及び
精度のアップに努めたことが効を奏し全国的に大型物件獲得に繋げることができ
ました。

　新古書市場においては、新古書以外のリサイクルショップや複合型店舗の出店へ
の対応速度アップ、物件紹介の継続を実施いたしました。物件ごとの提案内容及び
顧客の要望をかなえる柔軟な対応が評価され、引き続き順調な業績となりました。

　その他の事業としましては、主に不動産賃貸業を行っております。

　以上の結果、当事業の売上高は68億94百万円と前年同期と比べ２億76百万円の増
収（4.2％）となり、営業利益は６億87百万円と前年同期と比べ55百万円増益（
8.8％）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の残高は85億83百万円（前連結会
計年度76億47百万円）となり前連結会計年度と比較して９億36百万円の増加とな
りました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により獲得した資金は、９億46百万円（前連結会計年度は11億83百万円
の使用）となり前連結会計年度と比較して21億30百万円の増加となりました。こ
れは、主に売上債権の回収、仕入債務の増加によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により獲得した資金は、２億７百万円（前連結会計年度は65億75百万円
の資金の獲得）となり前連結会計年度と比較して63億67百万円の減少となりまし
た。これは、主にプリンストン債訴訟和解金による収入、有形固定資産及び無形固
定資産の取得による支出によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は、２億17百万円（前連結会計年度は63億47百万円
の使用）となり前連結会計年度と比較して61億30百万円の増加となりました。こ
れは、主に短期借入金の純増減額及び自己株式の取得によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

 

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

教育・学術事業 8,060 128.5

出版事業 924 81.3

店舗内装事業及びその他事業 4,721 108.3

合計 13,706 116.5

(注) １　金額は製造原価であります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

 (2) 受注実績

当社では、受注により設備の設計等を行っており、その状況を示すと次のとおりであります。

 

事業の種類別セグメント
の名称

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)

受注高(百万円)
前年同期比

(％)

受注残高(百万

円)

前年同期比

(％)

教育・学術事業 8,028 161.5 7,106 105.9

店舗内装事業及びその他

事業
6,247 109.7 108 45.5

合計 14,276 133.8 7,215 103.8

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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 (3) 販売実績

 

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

教育・学術事業 55,765 104.0

店舗事業 37,404 103.0

出版事業 2,464 87.8

店舗内装事業及びその他事業 6,894 104.2

合計 102,529 103.2

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

平成19年１月に適時開示いたしました、社内の特定の者が行った不適切な会計
処理の問題につきましては、これを猛省し、直ちに再発防止の対策に取組み、まず
は当該部門の業務マニュアルを全面的に改定いたしました。外部専門家の意見も
取り入れ、今般の問題となった業務処理に限らず、当該部門の業務フロー全体を抜
本的に見直しました。また、内部監査室の要員を増強するとともに、内部通報制度
を拡充するなどの対応を直ちに行いました。

　さらに、持続的な不正リスクマネジメント体制構築のため、プロジェクトチーム
を設置し、外部専門家のアドバイスを受けつつ、全社における不正リスクの洗い出
しと対応策の検討のほか、社内規程や各部門の業務マニュアルの見直しを順次進
めております。

　また、当社ではこの不適切会計処理発生の根本的な原因が、業務の仕組み上の問
題のみに帰するのではなく、当社の企業風土にも根ざす問題であるとの認識から、
新しい経営体制のもと企業理念体系を整備し、経営方針の中でも述べております
ように経営陣が先頭に立って「不正を許さない」態度を従業員に対して明確に表
明し、会計基準の遵守をはじめとしたコンプライアンス意識の徹底に努めており
ます。これらの不正リスク及びビジネス上の諸リスク、コンプライアンスの浸透、
さらには事件・事故等への対応を強化するために、従来のリスクマネジメント委
員会を改組し、平成20年１月に代表取締役社長を委員長とする内部統制委員会と
同委員会の下に課題ごとに機能分けされたワーキンググループを設置しました。
これにより、コーポレートガバナンス体制の一層の強化を図ってまいります。

　また、金融商品取引法における内部統制報告制度への対応につきましては、平成
21年２月開始の事業年度（当社201期）からの適用に備え、平成19年８月より内部
統制構築プロジェクトチームを設置し準備作業への体制を整えました。さらに、平
成20年２月からは、同プロジェクトの推進強化のために常設の組織として内部統
制推進室を設置し、同制度への対応準備作業を進めております。

　なお、不適切会計処理の問題に関しまして、当社は平成20年４月３日に金融庁よ
り金融商品取引法第172条等の規定に基づき課徴金納付の命令を受けました。当社
としましては、当該課徴金について速やかにこれを納付いたしました。

 

　事業面においては、教育・学術市場では大学・短大の一層の経営効率向上への取
組みや、リメディアル教育、社会人教育など、社会からの高等教育機関に対する
ニーズの変化など、最近の大学を取り巻く環境の変容に対応しております。当社で
は顕在化する顧客ニーズの変化を的確に捉え、経営の効率化や魅力ある大学作り
に貢献できるソリューションメニューを整備するとともに、特にニーズの高い大
学図書館をはじめとする業務のアウトソーシング受託に対応するために、平成19
年６月から順次、全支店について特定労働者派遣事業の届出を行い、さらに本社に
ついては同年９月に一般労働者派遣事業の許可を受け体制の強化を行っておりま
す。また、平成19年８月に業務・資本提携を締結しました大日本印刷株式会社の高
い技術力を活かしたソリューションメニューの開発についても取組みを開始して
おります。このような取組みとともに、当社では、これまでの大学等の研究者との
関係をさらに充実したものとするためにＣＲＭシステムの導入を行うなど、お客
様のニーズに効果的にお応えできる営業体制作りを進め、事業収益性の向上を
図ってまいります。
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　店舗事業では、将来の市場全体の成長が不透明な環境下においては、当社のブラ
ンド力のさらなる向上による他社との差別化が戦略上の重要なポイントとなると
認識しております。具体的には、店舗ごとの顧客特性を十分に分析した上で、顧客
ニーズをより的確に捉えた品揃えを進めることで、売上収益の向上を図ります。ま
た、従業員の店舗経営への参画を深めるため、予算、人事などの制度改革や、意識改
革に取組むとともに、店舗事業部の本部組織の見直しなど組織構造についても見
直し、事業の効率性の向上に努めてまいります。

　また、出版事業では、出版業界全体の売上逓減など厳しさを増す市場環境におい
て、より収益効率を重視した事業運営が必要であると認識しております。具体的な
対応としては、新刊企画におけるマーケティングを強化し、刊行タイトルを厳選す
ることで返品率の低減に取組みます。また、在庫評価についても厳しい市場環境を
踏まえて行うことで、常に事業リスクの抑制を図る対応を進めてまいります。

　店舗内装事業においては、中心となる書店市場、中古書市場において、書籍売上の
逓減を背景とした顧客店舗の新事業の出現や、複合化が進む傾向にあります。よっ
て、同事業においては変化する顧客ニーズを的確に捉え、新業態提案などのコンサ
ルティング営業力を強化し、顧客との稠密な関係を継続して構築してまいります。
また中小書店で倒産や廃業が増加していることは、債権管理、与信管理の重要性が
一層増すものと認識しており、これについては前述の内部統制体制の整備の中で
重点的に強化するとともに、営業現場でのリスク認識や情報収集能力を向上させ
るための教育・研修を強化してまいります。

 

 

４ 【事業等のリスク】

本有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要

な影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成20年１月31日）現在において当社グ

ループ（当社及び連結子会社）が判断したものであります。

 

(1)財政状態及び経営成績の大幅な変動

　教育・学術市場においては、今後も引き続きシェアの拡大とアウトソーシング事
業、ソリューション事業の受注拡大を図ることにより収益を確保してまいります
が、予算抑制状況の中で外国雑誌商戦における想定以上の競争激化が収益に影響
を及ぼす可能性があります。

　店舗事業においては、ＩＴを活用したきめ細かな商品政策と業務の効率化を推進
し収益の拡大を図ってまいりますが、気候状況や景気動向、競合他社の出店状況等
により収益に影響を及ぼす可能性があります。

　平成19年９月25日に締結したコミットメントライン契約（借入金残高19,500百万
円）には、財務制限条項が付されておりこの条項に抵触した場合には取引条件の
見直しを求められる可能性があります。
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(2)為替変動の影響について

　当社が取り扱う輸入書籍及び外国雑誌は為替変動に連動し販売価格を設定して
おります。輸入書籍は一定期間の為替相場をもとに、また、外国雑誌は年度契約が
基本であり、年度ごとに為替相場を反映するように設定しております。一方、仕入
では円建て取引を行うほか、為替予約を実行し、販売価格に対応した為替予約を行
うことで過度に為替変動の影響を受けないことを基本としております。しかし、完
全に為替リスクを排除することは困難であり、短期間に急激な為替変動が起こっ
た場合には収益への影響を受ける懸念があります。

 

(3)法的規制等について

① 再販売価格維持制度について

　当社グループにて製作・販売している出版物は、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律」（以下「独占禁止法」といいます。）第23条第４項の規定により、再販売価格維持制度

（以下「再販制度」といいます。）が認められる特定品目に該当しており、書店では定価販売が

認められております。

　独占禁止法は、再販制度を不公正な取引方法として原則禁止しておりますが、出版物が我が国の

文化の振興と普及に重要な役割を果たしていることから、公正取引委員会の指定する書籍、雑誌

及び新聞等の著作物の小売価格については、例外的に再販制度が認められています。

　公正取引委員会が、平成13年３月23日に発表した「著作物再販制度の取扱いについて」による

と、著作物再販制度については、当面、残置されることは相当であるとの結論が出されておりま

す。しかし併せて、業界に対し、再販制度を維持しながらも、消費者利益の向上が図られるように

現行制度の弾力的運用を要請しています。従いまして、今後、再販制度が廃止された場合には、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

② 出店に関する法的規制について

　当社グループの小売業部門においては、売場面積1,000㎡超の店舗（以下「大規模小売店舗」と

いいます。）を出店する場合、「大規模小売店舗立地法」の規制を受けます。大規模小売店舗の出

店については出店調整等の規制の影響を受ける可能性があるため、当該規制によって出店計画に

変更が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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③ 出版物の委託販売制度について

　当社グループにおける出版事業では、書籍業界の商慣習に従い、当社グループが取次または書店

に配本した出版物（主として書籍・雑誌）のほとんどについては、配本後、約定した委託期間内

に限り、返品を受け入れることを取引条件とした委託販売制度をとっております。

　書籍の委託には、主として次の２種類があります。

　　ⅰ）新刊委託

　　　　新刊時または重版時の書籍が対象となり、書籍取次店との委託期間は６ヶ月間であります。

　　ⅱ）長期委託

　　　　既刊の書籍をテーマあるいは季節に合わせてセット組みしたもの、あるいは全集物が対象と

なり、委託期間は、ケース・バイ・ケースでありますが、12ヶ月になることもあります。

　定期刊行誌（雑誌）の委託期間は、次のとおりです。

　　　　月刊誌　　　発売日より３ヶ月間　　　

　当社グループは、委託販売制度による出版物の返品による損失に備えるため、会計上、出版事業

に係る売掛金残高または出版物の売上金額に一定期間の返品実績率を乗じた返品調整引当金を

計上しておりますが、返品率の変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4)個人情報保護について

　当社は、お客様から個人情報を適切に取得し管理した上で、サービス提供を行っ
ております。個人情報についての社内管理体制を整備し、情報管理に対する意識を
高めるなど、個人情報の取り扱いには細心の注意を払っております。しかしなが
ら、外部からの不正アクセスなど、不測の事態により個人情報が外部に漏洩するよ
うな事態に陥った場合、信用失墜による収益の減少、損害賠償等による予期せぬ費
用が発生し、当社の事業計画に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5)自然災害について

　当社は、将来予測される大規模地震等の自然災害に備え、コンピュータシステム
及び通信設備等の重要機器は耐震構造と自家発電設備を備えたビルに収容し、
データのバックアップ等の対策も講じております。しかしながら、大規模災害が発
生し、事業所の損壊、あるいは店舗ＰＯＳ等ホストシステムの停止による事業中断
の期間が万が一長期化した場合、当社の事業運営に多大な影響を及ぼす可能性が
あります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

相手先 契約書名 契約の概要 締結日

大日本印刷㈱
業務・資本提携契約
書

　大日本印刷㈱が大和証券エスエムビーシー
プリンシパル・インベストメンツ㈱保有の当
社優先株式を取得するとともに、当社との間
で包括的な業務提携を行う。
(1) 大日本印刷㈱が取得する株式数：当社優
先株式44,480株（議決権比率25.5%）

(2) 業務提携の範囲：教育・学術事業、店舗
事業、出版事業、店舗内装事業における協
業体制の構築

平成19年８月３日

 

また、当連結会計年度後に次の経営上の重要な契約を行っております。

 

株式譲渡契約及び増資引受契約

　平成20年３月21日付で、大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメ
ンツ㈱の保有する当社優先株式を当社が買い入れることを内容とする株式譲渡契
約を締結しております。

　また、平成20年４月15日付で、当社が行う普通株式による第三者割当増資を大日
本印刷㈱が引き受けることを内容とする増資引き受けに関する契約を締結してお
ります。

　なお、いずれも、詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　
（１）連結財務諸表（重要な後発事象）」及び「第５　経理の状況　２　財務諸表
等　（１）財務諸表（重要な後発事象）」に記載しております。

 

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

(流動資産)

　当連結会計年度末における流動資産の残高は408億27百万円（前連結会計年度末
406億81百万円）となり、前連結会計年度末と比較して１億45百万円の増加となり
ました。主な要因は現金及び預金の増加９億56百万円、受取手形及び売掛金の減少
３億96百万円、たな卸資産の減少１億73百万円、繰延税金資産の減少２億22百万円
によるものであります。

 

(固定資産)

当連結会計年度末における固定資産の残高は、101億33百万円（前連結会計年度
末101億84百万円）となり、前連結会計年度末と比較して51百万円の減少となりま
した。主な要因は無形固定資産の増加３億86百万円、建物及び構築物の減少１億50
百万円、敷金及び保証金の減少１億70百万円によるものであります。

 

(流動負債)

当連結会計年度末における流動負債の残高は、388億52百万円（前連結会計年度
末377億94百万円）となり、前連結会計年度末と比較して10億58百万円の増加とな
りました。主な要因は支払手形及び買掛金の増加４億91百万円、短期借入金の増加
８億30百万円によるものであります。

 

(固定負債)

当連結会計年度末における固定負債の残高は、35億70百万円（前連結会計年度末38億92百万円）

となり、前連結会計年度末と比較して３億21百万円の減少となりました。

 

(純資産)

当連結会計年度末における純資産の残高は、85億37百万円（前連結会計年度末
91億79百万円）となり、前連結会計年度末と比較して６億42百万円の減少となり
ました。主な要因は資本剰余金の減少10億42百万円、利益剰余金の増加５億30百万
円によるものであります。

 

(2) キャッシュ・フローの分析

「第２［事業の状況］－１［業績等の概要］－(2)キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。

 

(3) 経営成績の分析
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当連結会計年度における売上高は1,025億29百万円と前年同期と比べ31億88百万
円の増収（3.2％）となりました。利益面につきましては、営業利益は、３億２百万
円と前年同期と比べ５億40百万円の減益（△64.1％）、経常利益は、４億45百万円
と前年同期と比べ15百万円の減益（△3.4％）となりました。特別利益として、プリ
ンストン債の訴訟和解金等により合計９億７百万円を計上し、特別損失として、
「大阪心斎橋そごう店」の閉店に伴う店舗撤退損等により合計５億23百万円を計
上いたしましたので、当期純利益は、５億30百万円と前年同期と比べ44億36百万円
の減益（△89.3％）となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは「ブランド力の向上」の考え方に基づき、競争力と収益性の向上を目的とした設

備投資を行っております。当連結会計年度において主な設備投資は店舗事業における新規出店に伴う

もの、教育・学術事業における新規システム構築に伴う投資であります。

  当連結会計年度  前年比

教育・学術事業  248百万円  329.9％

店舗事業  388  88.9

出版事業  2  1,608.7

店舗内装事業及びその他事業  26  54.9

計  665  118.7

消去又は全社  207  341.1

合計  873  140.6

 

教育・学術事業において「ＢｔｏＢシステム」及び「営業支援システム」構築に伴い213百万円の

システム投資を行いました。

店舗事業において「日本橋店」等の新規出店に伴い、335百万円の設備投資を行いました。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年１月31日現
在

事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員数
(人)建物及び

構築物
工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

岡山シンフォニービル
店
(岡山県岡山市)

店舗事業 店舗 335 0
323
(393)

659
5

(50)

丸善・丸の内本店
(東京都千代田区)

店舗事業 店舗 344 2
―
(―)

346
25

(213)

札幌営業センター
(北海道札幌市豊平区)

教育・学
術
事業

事務所 216 2
162

(1,157)
380

10
(32)

賃貸用ビル
(兵庫県神戸市東灘区)

店舗内装
事
業及びそ
の
他事業

賃貸用マン
ション

126 ―
574

(1,323)
700

―
(―)

金沢五輪ビル
（石川県金沢市）

店舗内装
事
業及びそ
の
他事業

遊休資産 4 ―
82
(235)

86
―
(―)

 

(2) 国内子会社

平成20年１月31日現
在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築
物

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱第一
鋼鉄工
業所

工場及び
配送セン
ター等
(神奈川
県大和市
及び新潟
県西蒲原
郡)

店舗内
装事業
及びそ
の他事
業

工場及び
物流倉庫
他

485 9
159

(16,452)
51 706

29
(13)

(注) １　上記の他、当社では第２丸善ビル(当期賃借料431百万円)、名古屋支店ビル(当期賃借料299百万円)を賃

借しております。

２　帳簿価額のうち「その他」は機械装置及び運搬具であります。

３　従業員数の(　)は、臨時従業員数を外書しております。

４　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借資産の内容は、下記のとおりであります。

 　　　　提出会社

名称
事業の種類別
セグメントの
名称

リース期間
年間支払リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

店舗建物及び構築物
(オペレーティングリー
ス)

店舗事業 ４～20年 1,183 13,768

事務所建物
(オペレーティングリー
ス)

全社 ３～５年 504 907
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末日（平成20年１月31日）現在において重要な設備の新設等及び除却等の計画

はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 299,900,000

第１回Ａ種優先株式 11,120

第１回Ｂ種優先株式 11,120

第１回Ｃ種優先株式 11,120

第１回Ｄ種優先株式 11,120

第１回Ｅ種優先株式 7,410

第１回Ｆ種優先株式 7,410

第１回Ｇ種優先株式 7,410

第１回Ｈ種優先株式 7,410

計 300,000,000

(注)　会社法下では、発行可能種類株式総数の合計は発行可能株式総数と一致する必
要はないと解され、当社におきましても発行可能種類株式総数の合計は発行可
能株式総数と一致いたしません。

 

② 【発行済株式】

 

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(平成20年１月31
日)

提出日現在

発行数(株)

(平成20年４月28
日)

上場金融商品
取引所

名又は登録認
可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 108,162,360 108,162,360

東京証券取引
所

市場第一部

―
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第１回

Ａ種優先株式
11,120 11,120 ― （注）

第１回

Ｂ種優先株式
11,120 11,120 ― （注）

第１回

Ｃ種優先株式
11,120 11,120 ― （注）

第１回

Ｄ種優先株式
11,120 11,120 ― （注）

第１回

Ｆ種優先株式
7,410 7,410 ― （注）

第１回

Ｇ種優先株式
7,410 7,410 ― （注）

第１回

Ｈ種優先株式
7,410 7,410 ― （注）

計 108,229,070 108,229,070 ― ―

(注)１．当社は平成19年５月31日に当社定款に定める取得条項に基づき第１回Ｅ種
優先株式7,410株を取得し、同日に会社法第178条に基づきすべて消却しており
ます。

　　２．第１回Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、第１回Ｃ種優先株式、第１回Ｄ種
優先株式、第１回Ｆ種優先株式、第１回Ｇ種優先株式、第１回Ｈ種優先株式の内
容は次のとおりであります。
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(1)優先配当金

a) 優先配当金

当社は、剰余金の配当を行うときは、各事業年度末日最終の株主名簿に記載又は記録され

た各種優先株式を有する株主（以下「優先株主」という。）又は各種優先株式の登録株式

質権者（以下「優先登録株式質権者」という。）に対し、各事業年度末日最終の株主名簿

に記載又は記録された当社普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）及び当社

普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、各種優先

株式１株につき下記b)に定める額の配当（以下「優先配当金」という。）を行う。但し、平

成18年１月31日に終了する事業年度及び平成19年１月31日に終了する事業年度における

優先配当金の支払いは行わない。

b) 優先配当金の額

1) 優先配当金の額は、優先株式の払込金額（135,000円）に、それぞれの事業年度毎に下記

の配当年率（以下「優先配当年率」という。）を乗じて算出した額とする。優先配当金

は、円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

2) 優先配当年率は、次回配当年率修正日（下記 4）に定義される。）の前日までの各事業年

度について、以下の算式によりそれぞれ計算される年率とする。

平成18年１月31日に終了する事業年度

優先配当年率＝0％

平成19年１月31日に終了する事業年度

優先配当年率＝0％

平成20年１月31日に終了する事業年度

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋3.00％

平成21年１月31日に終了する事業年度

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋3.50％

平成22年１月31日に終了する事業年度

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋4.00％

平成23年１月31日に終了する事業年度

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋4.50％

平成24年１月31日に終了する事業年度から平成28年１月31日に終了する事業年度まで

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋7.50％

平成29年１月31日に終了する事業年度以降

優先配当年率＝日本円TIBOR（６ヶ月物）＋10.00％

3) 優先配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

4) 「配当年率修正日」は、平成20年２月１日及び、以降毎年２月１日とする。当日が銀行休

業日の場合は前営業日を配当年率修正日とする。

5) 「日本円TIBOR（６ヶ月物）」は、平成19年２月１日又は各配当年率修正日及びその直後

の８月１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点（以下それぞれ「優先配

当決定基準日」という。）において、午前11時における日本円６ヶ月物トーキョー・イ

ンター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行協会によって公

表される数値の平均値を指すものとする。当該平均値の算出にあたり、優先配当決定基

準日に日本円６ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レートが公表さ

れない場合、これに代えて、同日（当日がロンドンにおける銀行休業日の場合は前営業

日）ロンドン時間午前11時におけるロンドン・インター・バンク・オファード・レー

ト（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））として英国銀行協会（BBA）によって公

表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いるものとする。

c) 累積条項

当社は、ある事業年度において優先株主又は優先登録株式質権者に対し、優先配当金の一

部又は全部が支払われないときは、その不足額を翌事業年度以降に累積し、累積した不足

額（以下「優先株式累積未払配当金」という。）については、優先配当金に先立ってこれ

を優先株主又は優先登録株式質権者に支払う。

d) 非参加条項
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優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、優先配当金を超えて配当は行わない。
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(2)残余財産の分配

a) 当社の残余財産を分配するときは、優先株主又は優先登録株式質権者に対し、普通株主及

び普通登録株式質権者に先立ち、優先株式１株につき135,000円及び優先株式累積未払配

当金相当額の合計額（以下「優先残余財産分配金」という。）を支払う。

b) 優先株主又は優先登録株式質権者に対しては、優先残余財産分配金のほか、残余財産の分

配は行わない。

(3)償還請求権

a) 第１回Ａ種優先株主及び第１回Ａ種優先登録株式質権者は、平成19年以降の毎年定時株主

総会開催日（同日を含む。）から、第１回Ｂ種優先株主及び第１回Ｂ種優先登録株式質権

者は、平成20年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）から、第１回Ｃ種優先株主

及び第１回Ｃ種優先登録株式質権者は、平成21年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を

含む。）から、第１回Ｄ種優先株主及び第１回Ｄ種優先登録株式質権者は、平成22年以降の

毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）から、それぞれ毎同年12月末日（同日を含む。）

までの期間において、当社の前事業年度の分配可能額から、当該前事業年度に関する定時

株主総会において剰余金として配当し又は支払うものと定めた額を控除した額を、償還

（以下で定義される。）請求日が属する事業年度における償還の上限として、優先株式の

全部又は一部を取得し、これと引換えに金銭を交付すること（以下、優先株式の全部又は

一部の取得と引換えに金銭を交付することを「償還」という。）の請求を行うことがで

き、当社は、当該償還請求のあった日から１ヶ月以内に、法令の定めに従い償還手続きを行

うものとする。

b) 同日において、上記a)本文の上限額を超えて各種優先株式を有する株主及び登録株式質権

者からの償還請求があった場合、上記a)本文の限度額を償還請求があった各種優先株式の

払込金額総額に応じて按分比例した金額を当該優先株式の償還限度額とし、償還すべき優

先株式は当該償還限度額の範囲内で抽選又は按分比例の方法により決定する。

c) 当社は、優先株主及び優先登録株式質権者に対し、償還の対価として、１株当たり金

135,000円に、償還日の属する事業年度における優先配当金の額を償還日の属する事業年

度の初日から償還日までの日数（初日及び償還日を含む。）で日割計算した額（小数第３

位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）並びに優先株式累積未払配当金相当額

の合計額を加算した額を支払うものとする。

(4)強制償還

a) 当社は、第１回Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、第１回Ｃ種優先株式及び第１回Ｄ種優

先株式の全部又は一部については平成22年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含

む。）から、第１回Ｅ種優先株式の全部又は一部については平成19年以降の毎年定時株主

総会開催日（同日を含む。）から、第１回Ｆ種優先株式の全部又は一部については平成20

年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）から、第１回Ｇ種優先株式の全部又は

一部については平成21年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を含む。）から、第１回Ｈ

種優先株式の全部又は一部については平成22年以降の毎年定時株主総会開催日（同日を

含む。）から、それぞれ毎同年５月31日（同日を含む。）までの期間において、優先株式の

全部又は一部を取得し、これと引換えに金銭を交付すること（以下、「強制償還」とい

う。）ができる。

b) 償還価額は、１株につき、金139,050円に、償還日の属する事業年度における優先配当金の

額を償還日の属する事業年度の初日から償還日までの日数（初日及び償還日を含む。）で

日割計算した額（小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。）並びに優先

株式累積未払配当金相当額の合計額を加算した額とする。

c) 一部償還するときは、抽選その他の方法により行う。

(5)株式の併合又は分割、新株引受権等の付与

a) 当社は、法令に定める場合を除き、優先株式について株式の併合又は分割は行わず、また株

式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

b) 当社は、優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受

ける権利若しくは新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。
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(6)転換予約権

a) 転換を請求し得べき期間

第１回Ａ種優先株式については平成18年９月１日以降、第１回Ｂ種優先株式については平

成19年９月１日以降、第１回Ｃ種優先株式については平成20年９月１日以降、第１回Ｄ種

優先株式については平成21年９月１日以降、第１回Ｅ種優先株式については平成19年６月

１日以降、第１回Ｆ種優先株式については平成20年６月１日以降、第１回Ｇ種優先株式に

ついては平成21年６月１日以降、及び第１回Ｈ種優先株式については平成22年６月１日以

降とする。

b) 転換の条件

各種優先株主は、以下に定める条件で、その有する各種優先株式を取得し、これと引換えに

普通株式を交付すること（以下、「転換」という。）を請求することができる。

1) 当初転換価額

当初転換価額は、普通株式１株当たり135円とする。

2) 転換価額の調整

(A)転換価額は、上記a)にそれぞれ定める日以降、下記(B)に掲げる各事由により、次の算

式（以下「転換価額調整式」という。）に従って調整される。

    
既　発　行
普通株式数

＋

新規発行・処
分
普通株式数

×
１株当たりの
発行・処分価額

調 整 後
転換価額

＝
調 整 前
転換価額

×
１株当たりの時価

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数

(B)転換価額調整式により優先株式の転換価額の調整を行う場合及び調整後転換価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

(ⅰ) 下記(F)に定める時価を下回る払込金額又は処分価額をもって普通株式を新たに

発行又は当社の有する当社の普通株式を処分する場合（但し、普通株式に転換さ

れ若しくは転換できる証券又は普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）の転換又は行使による場合は除く。）

調整後転換価額は、払込の翌日以降、又は募集のための基準日がある場合はその

日の翌日以降これを適用する。

(ⅱ) 株式の分割により普通株式を発行する場合

調整後転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。但し、

分配可能額から資本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式

の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該分配可能額

の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための基

準日とする場合には、調整後転換価額は、当該分配可能額の資本組入の決議をし

た株主総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。

なお、上記但書において、株式の分割のための基準日の翌日から当該分配可能額

の資本組入の決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、

次の算出方法により、当社の普通株式を新たに交付する。この場合に、１株未満の

端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

株式数 ＝

(調整前転換価額－調整後転換価

額)

×
調整前転換価額をもって転換によ
り
当該期間内に交付された株式数

調整後転換価額

(ⅲ) 下記(F)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換され又は転換

することができる株式を発行する場合

調整後転換価額は、払込又は募集のための株主割当基準日がある場合はその日

に、発行される株式全てが転換されたものとみなし、その払込の翌日以降、又は株

主割当の基準日がある場合はその翌日以降、これを適用する。但し、当該発行され

る株式の転換価額がその払込又は株主割当の基準日において確定しない場合、調
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整後転換価額は、転換価額が決定される日に、発行される株式の全てが転換され

たものとみなし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。
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(ⅳ) 新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本項において同

じ。）の行使により発行される普通株式の１株当たりの払込金額（会社法第236

条に定める新株予約権の行使に際して出資される１株当たりの財産の価額（金

銭以外の財産を出資の目的とする場合を含む）と会社法第238条第１項第２号又

は第３号に定める新株予約権１個と引換えに払い込む金銭の額の合計額。以下本

項において同じ。）が下記(F)に定める時価を下回ることとなる新株予約権を発

行する場合

調整後転換価額は、払込又は株主割当の基準日がある場合はその日に、発行され

る新株予約権の全てが行使されたものとみなし、払込の翌日以降、又は株主割当

基準日の翌日以降これを適用する。但し、新株予約権の行使に際して払込をなす

べき１株当たりの価額がその払込又は株主割当の基準日において確定しない場

合、調整後転換価額は、新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株当たりの

価額が決定される日に、発行される全ての新株予約権の行使がなされたものとみ

なし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。

(C)当社は、上記(B)に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合

には、取締役会が適当と判断する転換価額の調整を行うものとする。

(ⅰ) 合併、株式交換、株式移転、会社分割、資本の減少又は普通株式の併合その他当社

普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により、転換価額の調整

を必要とする場合

(ⅱ) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整

後転換価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮

する必要がある場合

(D)転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円

未満にとどまる限りは、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を

必要とする事由が発生し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前

転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

(E)転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を四捨五入する。

(F)転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記(B)(ⅱ)

但書の場合には株式の分割のための基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日

の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配

表示を含む。）の平均値とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を四捨五入する。

(G)転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日におい

て有効な転換価額とする。

(H)転換価額調整式で使用する「１株当たりの発行・処分価額」とは、それぞれ以下のと

おりとする。

(ⅰ)上記(B)(ⅰ)の場合には、当該払込金額又は処分価額（金銭以外の財産による払込

の場合にはその適正な評価額）

(ⅱ)上記(B)(ⅱ)の場合には、0円

(ⅲ)上記(B)(ⅲ)の場合には、当該転換価額

(ⅳ)上記(B)(ⅳ)の場合には、当該１株当たりの払込金額

(I)転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当の基準日がある場合はその

日、又は株主割当の基準日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の

日における当社の発行済普通株式数から、当該各日における当社の有する当社普通

株式数を控除した数とする。

3) 上記2)により転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びに

その事由、調整前転換価額、調整後転換価額及びその適用の日その他必要な事項を優先株

主に通知する。但し、上記2)(B)(ⅱ)但書に示される株式の分割の場合その他適用の日の

前日までに上記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。
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4) 転換により交付すべき普通株式数

優先株式の転換により交付すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。転換により交

付すべき普通株式数の算出にあたって、１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、

現金による調整は行わない。

転換により交付すべ
き
普通株式数

＝

優先株主が転換請求のために
提出
した優先株式の払込金額の総
額

＋
優先株式累積
未払配当金相当
額

転換価額

5) 転換請求受付場所

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

6) 転換の効力発生

転換の効力は、転換請求書及び優先株式の株券が上記5)に記載する転換請求受付場所に

到着した時に発生する。但し、優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要し

ない。

(7)普通株式への一斉転換

平成32年１月30日までに転換請求のなかった各種優先株式は、平成32年１月31日（以下

「一斉転換日」という。）をもって、当社が取得する。なお、当社は取得の対価として、各種

優先株式１株の払込金相当額及び当該各種優先株式に係る各種優先株式累積未払配当金相

当額の合計額を、135円（以下「一斉転換価額」という。）で除して得られる数の当社の普

通株式を交付する。但し、転換価額が一斉転換日までに上記(7)b)2)により調整された場合

には、一斉転換価額についても同様の調整を行うものとする。上記の普通株式数の算出にあ

たって１株に満たない端数が生じたときは、会社法に定める１株に満たない端数に関する

処置に準じてこれを取り扱う。

(8)期中転換又は一斉転換があった場合の取扱い

各種優先株式の転換請求又は一斉転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当

金は、転換請求又は一斉転換がなされた日の属する事業年度の２月１日に転換があったも

のとみなしてこれを支払う。

(9)議決権

a) 第１回Ａ種優先株主、第１回Ｂ種優先株主、第１回Ｃ種優先株主及び第１回Ｄ種優先株主

は、株主総会において議決権を有しない。但し、以下に定める場合においては議決権を有す

る。なお、第１回Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、第１回Ｃ種優先株式又は第１回Ｄ種

優先株式に関し下記1)又は2)と同様の事由が生じた場合においても、他の当該優先株式の

株主は議決権を有するものとする。

1) 当該優先株主に対して優先配当金及び優先株式累積未払配当金相当額全額を支払う旨の

議案が前事業年度に係る定時株主総会に提出されない場合は当該定時株主総会より、又

はその議案が当該定時株主総会において否決された場合は当該定時株主総会の終結の時

より、当該優先株主に対して優先配当金及び優先株式累積未払配当金相当額全額を支払

う旨の決議がなされた定時株主総会の終結の時まで、議決権を有する。

2) 当社が、償還請求のあった第１回Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、第１回Ｃ種優先株

式又は第１回Ｄ種優先株式について償還に応じることができなかった場合には、未償還

の優先株式に係る優先株主は、その後の当社株主総会において議決権を有する。

3) 平成19年１月31日に終了する事業年度以降のある事業年度末日における当社の連結損益

計算書上の営業利益が1,500,000,000円未満となった場合には、当該事業年度に係る定時

株主総会から、その後初めに当社の連結損益計算書上の営業利益が1,500,000,000円以上

となる事業年度に係る定時株主総会の終結の時まで、第１回Ａ種優先株主、第１回Ｂ種優

先株主、第１回Ｃ種優先株主及び第１回Ｄ種優先株主は議決権を有する。

b) 第１回Ｅ種優先株主、第１回Ｆ種優先株主、第１回Ｇ種優先株主及び第１回Ｈ種優先株主

は、株主総会において議決権を有する。

(10)優先順位

a) 各種優先株式相互の優先配当金及び累積未払配当金の支払順位は、同順位とする。

b) 各種優先株式相互の残余財産の分配の支払順位は、同順位とする。

(11)上記各項のほか、新株式の発行は各種の法令に基づく必要手続の効力発生を条件とする。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増
減額

 

(百万円)

資本金残
高

 

(百万円)

資本準備
金

増減額

(百万円)

資本準備
金

残高

(百万円)
平成15年６月
27日

（注１）

― 102,162,360 ― 12,173 △2,609 4,629

平成15年９月
30日

（注２）

6,000,000 108,162,360 654 12,827 654 5,283

平成16年６月
29日

（注３）

― 108,162,360 ― 12,827 △3,957 1,326

平成17年６月
29日

（注４）

― 108,162,360 ― 12,827 △1,326 ―

平成17年８月
２日

（注５）

― 108,162,360 △12,327 500 ― ―

平成17年８月
４日

（注６）

74,120 108,236,480 5,003 5,503 5,003 5,003

平成18年４月
27日

（注７）

― 108,236,480 ― 5,503 △4,371 631
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平成18年５月
30日

（注８）

― 108,236,480 △3,503 2,000 △131 500

平成19年５月
31日

（注９）

△7,410 108,229,070 ― 2,000 ― 500

(注) １　平成15年６月に行われた第194期定時株主総会の承認に基づき実施した欠損填
補によるものであります。

２　平成15年９月に実施した新株発行によるものであります。なお、新株発行は
第三者割当によるものであり、発行価格は１株につき218円、資本組入額は１
株につき109円であります。

３　平成16年６月に行われた第195期定時株主総会の承認に基づき実施した欠損
填補によるものであります。

４　平成17年６月に行われた第196期定時株主総会の承認に基づき実施した欠損
填補によるものであります。

５　平成17年６月に行われた第196期定時株主総会の承認に基づき減少させた
12,327百万円のうち2,188百万円を欠損填補し、残額10,139百万円をその他資
本剰余金に振替えたものであります。

６　平成17年８月に実施した新株発行によるものであります。なお、新株発行は
第三者割当（割当先：大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベス
トメンツ㈱）によるものであり、発行価額は各種優先株式とも１株につき
135,000円、資本組入額は各種優先株式とも１株につき67,500円であります。

７　平成18年４月27日開催の第197期定時株主総会の承認に基づき実施した資本
準備金による欠損填補であります。

８　平成18年４月27日開催の第197期定時株主総会の承認に基づき資本金5,503百
万円を3,503百万円減少し、さらに、資本準備金631百万円を131百万円減少し、
減少させる3,503百万円と131百万円をその他資本剰余金に振替えたものであ
ります。

９　平成19年５月31日当社定款に定める取得条項に基づき第１回Ｅ種優先株式
7,410株を取得し、同日に会社法第178条に基づきすべて消却しております。
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(5) 【所有者別状況】

① 普通株式

平成20年１月31
日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満

株式の状
況

(株)

政府
及び

地方
公共

団体

金融機
関

金融商
品

取引業
者

その他
の

法人

外国法人等

個人

その他
計

個人以

外
個人

株主数

(人)
― 38 36 183 44 4 11,384 11,689 ―

所有株
式数

(単元)

― 28,843 4,188 11,895 2,895 5 59,632 107,458 704,360

所有株
式数

の割合
(％)

― 26.8 3.9 11.1 2.7 0.0 55.5 100.0 ―

(注) １　株主名簿上の自己株式254,165株のうち、254単元は「個人その他」の欄に、165
株は「単元未満株式の状況」に含めております。

なお、自己株式の実保有株式数254,165株は株主名簿記載上の株式数と同一でありま
す。

２　「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が62単元含まれてお
ります。

 
② 第１回Ａ種優先株式

平成20年１月31
日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)
単元未
満

株式の
状況

(株)

政府及
び

地方公
共

団体

金融機
関

金融商
品

取引業
者

その他の

法人

外国法人等

個人

その他
計

個人以

外
個人
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株主数

(人)
― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式
数

(単元)

― ― ― 11,120 ― ― ― 11,120 ―

所有株式
数

の割合
(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

 
③ 第１回Ｂ種優先株式

平成20年１月31
日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)
単元未
満

株式の
状況

(株)

政府及
び

地方公
共

団体

金融機
関

金融商
品

取引業
者

その他の

法人

外国法人等

個人

その他
計

個人以

外
個人

株主数

(人)
― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式
数

(単元)

― ― ― 11,120 ― ― ― 11,120 ―

所有株式
数

の割合
(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

 
④ 第１回Ｃ種優先株式

平成20年１月31
日現在
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区分

株式の状況(１単元の株式数１株)
単元未
満

株式の
状況

(株)

政府及
び

地方公
共

団体

金融機
関

金融商
品

取引業
者

その他の

法人

外国法人等

個人

その他
計

個人以

外
個人

株主数

(人)
― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式
数

(単元)

― ― ― 11,120 ― ― ― 11,120 ―

所有株式
数

の割合
(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

 

⑤ 第１回Ｄ種優先株式

平成20年１月31
日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)
単元未
満

株式の
状況

(株)

政府及
び

地方公
共

団体

金融機
関

金融商
品

取引業
者

その他の

法人

外国法人等

個人

その他
計

個人以

外
個人

株主数

(人)
― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式
数

(単元)

― ― ― 11,120 ― ― ― 11,120 ―

所有株式
数

の割合
(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

 

⑥ 第１回Ｆ種優先株式

平成20年１月31
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日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)
単元未
満

株式の
状況

(株)

政府及
び

地方公
共

団体

金融機
関

金融商
品

取引業
者

その他
の

法人

外国法人等

個人

その他
計

個人以

外
個人

株主数

(人)
― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式
数

(単元)

― ― ― 7,410 ― ― ― 7,410 ―

所有株式
数

の割合
(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

 

⑦ 第１回Ｇ種優先株式

平成20年１月31
日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)
単元未
満

株式の
状況

(株)

政府及
び

地方公
共

団体

金融機
関

金融商
品

取引業
者

その他
の

法人

外国法人等

個人

その他
計

個人以

外
個人

株主数

(人)
― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式
数

(単元)

― ― ― 7,410 ― ― ― 7,410 ―

所有株式
数

の割合
(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―

 

⑧ 第１回Ｈ種優先株式
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平成20年１月31
日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数１株)
単元未
満

株式の
状況

(株)

政府及
び

地方公
共

団体

金融機
関

金融商
品

取引業
者

その他
の

法人

外国法人等

個人

その他
計

個人以

外
個人

株主数

(人)
― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式
数

(単元)

― ― ― 7,410 ― ― ― 7,410 ―

所有株式
数

の割合
(％)

― ― ― 100.0 ― ― ― 100.0 ―
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(6) 【大株主の状況】

① 普通株式

平成20年１月31
日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対す
る

所有株式数

の割合(％)

株式会社トーハン 東京都新宿区東五軒町６番24号 5,213 4.82

株式会社三井住友銀行
東京都千代田区有楽町１丁目１

番２号
5,017 4.64

株式会社みずほ銀行（常
任代理人資産管理サービ
ス信託銀行㈱）

東京都千代田区内幸町１丁目１
番５号

（東京都中央区晴海１丁目８番
12号）

5,015 4.64

丸善取引先持株会
東京都中央区日本橋３丁目９番

２号
2,692 2.49

明治安田生命保険相互会
社（常任代理人資産管理
サービス信託銀行㈱）

東京都千代田区丸の内２丁目１
番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番
12号）

2,379 2.20

三井生命保険株式会社
（常任代理人日本トラス
ティ・サービス信託銀行
㈱）

東京都千代田区大手町１丁目２
番３号

（東京都中央区晴海１丁目８番
11号）

2,002 1.85

川村　裕二 静岡県志太郡大井川町 1,830 1.69

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６

番６号
1,826 1.69

日本トラスティ・サービ
ス信託銀行株式会社（信
託口４）

東京都中央区晴海１丁目８番11
号

1,731 1.60

かざか証券株式会社
東京都港区六本木１丁目８番７

号
1,700 1.57
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計 ― 29,407 27.18

 

② 第１回Ａ種優先株式

平成20年１月31
日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

大日本印刷株式会社
東京都新宿区市谷加賀町１丁目

１番１号
11,120 100.00

計 ― 11,120 100.00

 

③ 第１回Ｂ種優先株式

平成20年１月31
日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

大日本印刷株式会社
東京都新宿区市谷加賀町１丁目

１番１号
11,120 100.00

計 ― 11,120 100.00
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④ 第１回Ｃ種優先株式

平成20年１月31
日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

大日本印刷株式会社
東京都新宿区市谷加賀町１丁目

１番１号
11,120 100.00

計 ― 11,120 100.00

 

⑤ 第１回Ｄ種優先株式

平成20年１月31
日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

大日本印刷株式会社
東京都新宿区市谷加賀町１丁目

１番１号
11,120 100.00

計 ― 11,120 100.00

 

⑥ 第１回Ｆ種優先株式

平成20年１月31
日現在
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氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)
大和証券エスエムビー
シープリンシパル・イン
ベストメンツ株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目８
番１号

7,410 100.00

計 ― 7,410 100.00

 

⑦ 第１回Ｇ種優先株式

平成20年１月31
日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)
大和証券エスエムビー
シープリンシパル・イン
ベストメンツ株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目８
番１号

7,410 100.00

計 ― 7,410 100.00

 

⑧ 第１回Ｈ種優先株式

平成20年１月31
日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)
大和証券エスエムビー
シープリンシパル・イン
ベストメンツ株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目８
番１号

7,410 100.00

計 ― 7,410 100.00
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(注) １　株式数は、普通株式につきましては千株未満を切り捨てて表示しております。

２　大日本印刷株式会社は平成19年８月10日付にて、大和証券エスエムビーシー
プリンシパル・インベストメンツ株式会社より同社が保有する当社第１回
Ａ種優先株式、第１回Ｂ種優先株式、第１回Ｃ種優先株式、第１回Ｄ種優先株
式の合計44,480株を譲受し、新たに主要株主となりました。

 

 

 (7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年１月31
日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己

株式等)
― ― ―

議決権制限株式(その

他)
― ― ―

完全議決権株式(自己
株式等)

(自己保有株式)

普通株式 254,000
― ―
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完全議決権株式(その
他)

普通株式

　　　107,204,000

第１回A種優先株
式

11,120

第１回B種優先株
式

11,120

第１回C種優先株
式

11,120

第１回D種優先株
式

11,120

第１回F種優先株
式

7,410

第１回G種優先株
式

7,410

第１回H種優先株
式

7,410

普通株式

　　　　　107,204

第１回A種優先
株式

11,120

第１回B種優先株
式

11,120

第１回C種優先株
式

11,120

第１回D種優先
株式

11,120

第１回F種優先株
式

7,410

第１回G種優先
株式

7,410

第１回H種優先
株式

7,410

優先株式の内容につき
ましては「１　株式等の
状況　（1）株式の総数
等　②発行済株式
（注）」に記載してお
ります

単元未満株式
普通株式

          704,360
―

１単元(1,000株)未満の

株式

発行済株式総数

普通株式

108,162,360

優先株式

  66,710

― ―
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総株主の議決権 ― 173,914 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式
62,000株(議決権62個)が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式165株が含まれておりま
す。
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② 【自己株式等】

平成20年１月31
日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式
数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株
式

総数に対
する

所有株式
数

の割合(％)

(自己保有株式)
丸善株式会社

東京都中央区日本
橋
３丁目９番２号

254,000 ― 254,000 0.23

計 ― 254,000 ― 254,000 0.23

 

保有期間等の確約を取得者と締結している株式の移動について

平成17年８月４日の第三者割当増資により発行した株式の取得者から、株式会社東京証券取引所の

定める第三者割当等により発行された新株の譲渡の報告等に関する規則（以下、「第三者割当規則」

という。）及び同規則の取扱に基づき、平成17年８月４日から２年間において、当該株式の全部又は一

部を譲渡した場合には直ちに報告する旨等の確約を得ております。

なお、平成17年８月４日から平成19年８月３日までの間に当該株式の移動は行われておりません。

 

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

 

【株式の種類等】 　会社法第155条第７号による普通株式の取得

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 29,589 5,056

当期間における取得自己株式 1,136 130

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年４月１日から有価証券報告書提出日
までの単元未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。

 

 (4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)

処分価額の総
額

(千円)

株式数(株)

処分価額の総
額

(千円)
引き受ける者の募集を
行った

取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得

自己株式
― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割
に係る

移転を行った取得自己株
式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 254,165 ― 255,301 ―
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(注)　当期間における保有自己株式には、平成20年４月１日から有価証券報告書提出日
までの単元未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。
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【株式の種類等】 　会社法第155条第１号による第１回Ｅ種優先株式の取得

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 7,410 1,042,210

当期間における取得自己株式 ― ―

 

 (4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総
額

(千円)
引き受ける者の募集を
行った

取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得

自己株式
7,410 1,042,210 ― ―

合併、株式交換、会社分割
に係る

移転を行った取得自己株
式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 ― ― ― ―
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３ 【配当政策】

配当政策につきましては、期間業績の状況、財務内容、将来の市場動向及び経営環境を総合的に勘案

して決定をしております。当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的方針としております。配

当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当期の配当につきましては、当社の業績及び当社を取り巻く厳しい経営環境等を勘案し、引き続き

見送りとさせていただくことといたしました。株主の皆様に対する安定的な利益還元を果たすことは

経営の最重要課題と考えており、収益力の向上と財務体質の健全化を果たし、ご期待に沿うべく、業績

の向上を目指してまいります。

なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。

 

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第194期 第195期 第196期 第197期 第198期 第199期

決算年月
平成15年３

月

平成16年３

月

平成17年３

月

平成18年１

月

平成19年１

月

平成20年１

月

最高(円) 287 337 325 271 280 230

最低(円) 90 131 178 171 167 95

(注) １　最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものです。

２　決算期の変更により、第197期は平成17年４月１日から平成18年１月31日までの
10ヶ月決算となっております。

 

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】

 

月別
平成19年８

月
９月 10月 11月 12月

平成20年１

月

最高(円) 188 186 174 162 157 130

最低(円) 157 151 153 132 130 95

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものです。
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５ 【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
社　　　長

店舗事業部
長

小　城　武　彦
昭和36年８月８日

生

昭和59年４月

 

平成９年７月

 

平成11年６月

平成12年５月

 

平成13年６月

 

平成14年６月

平成16年７月

 

平成16年11月

平成18年１月

平成18年６月

平成19年１月

平成19年４月

平成19年８月

 

通商産業省（現　経済産業省）入

省

カルチュア・コンビニエンス・

クラブ株式会社入社

同社取締役

株式会社ツタヤオンライン代表

取締役社長

カルチュア・コンビニエンス・

クラブ株式会社常務取締役

同社代表取締役常務

株式会社産業再生機構マネージ

ングディレクター

カネボウ株式会社代表執行役社

長

同社代表執行役社長退任

株式会社産業再生機構退社

当社顧問

当社代表取締役社長

当社代表取締役社長兼店舗事業

部長（現任）

（注）3 60

専務取締役
教育・学術
事業本部長

土　岐　勝　司
昭和33年９月５日

生

昭和56年４月

 

 

平成13年６月

平成14年６月

平成15年６月

 

平成17年10月

 

平成18年４月

平成18年６月

平成18年８月

 

平成19年４月

コンピューターサービス株式会

社（現　株式会社ＣＳＫホール

ディングス）入社

同社取締役中部事業本部長

同社常務取締役中部事業本部長

同社専務執行役員産業システム

事業本部長

株式会社ＣＳＫシステムズ常務

執行役員産業システム事業本部

長

同社退社

当社専務取締役

当社専務取締役教育・学術事業

本部長兼ネットビジネス本部長

当社専務取締役教育・学術事業

本部長（現任）

（注）3 26

常務取締役
経営企画本
部長

土　方　裕　之
昭和30年12月22日

生

昭和54年４月

平成10年４月

 

 

平成12年７月

 

 

平成13年６月

 

平成15年７月

平成17年７月

平成18年３月

平成18年４月

 

平成19年４月

平成20年４月

当社入社

学術情報ナビゲーション事業部

商品本部企画開発センター営業

推進部長兼同営業推進第一グ

ループ長

学術情報ナビゲーション事業部

商品本部企画開発部長兼同プロ

モーショングループ長

学術情報ナビゲーション事業部

商品本部副本部長兼同企画開発

部長

社長室副室長

社長室長

社長室長兼ＣＦＴ推進室長

取締役兼上席執行役員社長室長

兼ＣＦＴ推進室長

取締役経営企画本部長

常務取締役経営企画本部長

（現任）

（注）3 6
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常務取締役

管理本部長
兼教育・学
術事業本部
副事業本部
長

松　尾　英　介
昭和28年７月30日

生

昭和51年４月

平成４年12月

平成８年12月

平成11年４月

平成17年７月

平成20年４月

 

 

大日本印刷株式会社入社

同社市谷事業部企画管理部長

同社包装事業部企画管理部長

同社管理部

同社事業企画推進室長

当社常務取締役管理本部長兼教

育・学術事業本部副事業本部長

（現任）

（注）3 ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役

管理本部副
本部長兼管
理本部秘書
室長

高　橋　健一郎
昭和32年12月21日

生

昭和56年４月

平成12年２月

 

平成12年７月

 

 

平成15年６月

平成16年４月

 

平成17年７月

平成18年３月

 

平成19年４月

平成19年８月

平成20年４月

 

当社入社

学術情報ナビゲーション事業部

営業企画室長兼営業企画課長

学術情報ナビゲーション事業部

営業企画室長兼ＮＤＬ昭和期製

作室長

取締役兼上席執行役員社長室長

丸善システムインテグレーショ

ン株式会社代表取締役社長

取締役兼上席執行役員

取締役兼上席執行役員店舗事業

本部店舗事業部長

取締役店舗事業部長

取締役管理本部副本部長

取締役管理本部副本部長兼管理

本部秘書室長（現任）

（注）3 19

取締役
教育・学術
事業本部副
事業本部長

作　中　正　喜
昭和30年８月18日

生

昭和53年４月

平成13年８月

 

平成14年２月

 

 

平成14年12月

 

平成15年７月

 

平成16年10月

 

 

平成17年５月

 

平成17年６月

 

平成17年７月

 

 

平成18年３月

 

 

平成18年８月

 

 

平成19年４月

 

 

平成19年８月

 

 

平成20年２月

当社入社

学術情報ナビゲーション事業部

首都圏本部東京営業部長

学術情報ナビゲーション事業部

首都圏本部副本部長兼同東京営

業部長

学術情報ナビゲーション事業部

首都圏本部長

執行役員学術情報ナビゲーショ

ン事業部長兼同首都圏本部長

執行役員学術情報ナビゲーショ

ン事業部長兼同首都圏本部長兼

同商品本部長

執行役員学術情報ナビゲーショ

ン事業部長兼同商品本部長

取締役兼執行役員学術情報ナビ

ゲーション事業部長兼同商品本

部長

取締役兼上席執行役員教育・学

術事業本部学術情報ナビゲー

ション事業部長兼同商品本部長

取締役兼上席執行役員教育・学

術事業本部学術情報ナビゲー

ション事業部長

取締役兼上席執行役員教育・学

術事業本部副本部長兼同東日本

事業部長兼同中部事業部長

取締役教育・学術事業本部副事

業本部長兼同東日本事業部長兼

同中部事業部長兼同西日本事業

部長

取締役教育・学術事業本部副事

業本部長兼東日本事業部長兼中

部事業部長

取締役教育・学術事業本部副事

業本部長（現任）

（注）3 4
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役

経営企画本
部副本部長
兼経営企画
本部提携事
業推進室長

坂　本　　昭　
昭和25年11月18日

生

昭和48年４月

平成９年４月

 

平成９年６月

 

平成12年10月

平成13年５月

平成15年２月

 

平成17年４月

平成19年９月

 

 

 

平成20年４月

大日本印刷株式会社入社

同社Ｃ＆Ｉ総合企画開発本部

Ｃ＆Ｉ企画開発センター副セン

ター長

株式会社ＤＮＰメディアクリエ

イト（出向）

同社（転籍）

同社取締役

大日本印刷株式会社ＩＣタグ事

業化センター長

同社ＩＣタグ本部長

当社執行役員経営企画本部業務

提携推進担当兼大日本印刷株式

会社教育・出版流通ソリュー

ションプロジェクトチーム

当社取締役経営企画本部副本部

長兼経営企画本部提携事業推進

室長（現任）

（注）3 ―

取締役  月　本　和　是
昭和17年５月24日

生

昭和41年４月

昭和58年10月

平成８年６月

平成８年10月

平成11年７月

 

平成12年６月

 

平成12年10月

 

平成13年７月

 

 

平成14年６月

 

平成15年４月

 

平成15年６月

平成16年６月

平成19年４月

 

平成19年９月

 

 

平成19年10月

 

 

平成20年３月

 

 

平成20年４月

当社入社

日暮里工場長

管理本部人材開発部長

管理本部総務部長

管理本部管理センター長兼商事

部長

取締役管理本部管理センター長

兼商事部長

取締役管理本部管理センター長

兼商事部長兼グループ企業管理

室長

取締役兼執行役員管理本部管理

センター長兼商事部長兼グルー

プ企業管理室長

取締役兼執行役員管理本部管理

センター長兼グループ企業管理

室長

取締役兼執行役員管理本部管理

センター長

取締役

常務取締役

常務取締役管理本部長兼同支店

総務センター長兼仕入物流本部

長

常務取締役管理本部長兼同経理

・財務部長兼支店総務センター

長兼仕入物流本部長

常務取締役管理本部長兼秘書室

長兼経理・財務部長兼支店総務

センター長兼仕入物流本部長

常務取締役管理本部長兼秘書室

長兼経理・財務部長兼支店総務

センター長

取締役（現任）

（注）3 33

取締役  古　谷　滋　海
昭和25年９月10日

生

昭和48年４月

平成14年６月

平成16年４月

平成16年10月

平成18年６月

 

平成19年５月

 

 

平成20年４月

大日本印刷株式会社入社

株式会社ＤＮＰオフセット社長

大日本印刷株式会社関連事業部

長

同社管理部長

同社役員（コーポレート・オ

フィサー）管理部長

同社役員（コーポレート・オ

フィサー）管理部長兼関連事業

部担当（現任）

当社取締役（現任）

（注）3 ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

常勤監査役  海老原　光　彦
昭和26年10月13日

生

昭和49年４月

平成３年７月

平成15年４月

平成15年６月

当社入社

事業計画室長

コーポレート・ガバナンス室長

常勤監査役（現任）

（注）4 2

常勤監査役  伊　藤　茂　樹
昭和24年１月23日

生

昭和46年３月

平成４年６月

平成６年６月

平成８年６月

 

平成12年４月

平成14年６月

平成14年６月

平成15年６月

平成15年６月

日本出版販売株式会社入社

同社取締役経理部長

同社常務取締役管理部門担当

同社専務取締役管理部門・物流

部門総括

同社専務取締役西日本地区担当

同社退社

日販製函株式会社代表取締役社

長

同社退社

当社常勤監査役（現任）

（注）4 14

常勤監査役  石　坂　　啓　
昭和24年３月26日

生

昭和46年６月

 

平成２年10月

平成７年１月

平成10年１月

平成12年６月

平成13年７月

平成15年６月

平成19年４月

平成19年４月

株式会社三井銀行（現　株式会

社三井住友銀行）入行

同行代々木支店支店長

同行福生支店支店長

同行練馬支店支店長

さくらカード株式会社取締役

三井住友カード株式会社取締役

同社監査役

同社退社

当社常勤監査役（現任）

（注）4 1

監査役  髙　野　角　司
昭和15年４月７日

生

昭和38年４月

 

昭和43年５月

 

昭和50年５月

平成８年12月

 

平成13年６月

 

平成19年４月

興国化学工業株式会社

（現　アキレス株式会社）入社

監査法人栄光会計事務所

（現　新日本監査法人）入所

髙野総合会計事務所開設

監査法人太田昭和センチュリー

（現　新日本監査法人）代表社

員同監査法人退所

髙野総合会計事務所代表（現

任）

当社監査役（現任）

（注）4 ―

計 168

 
(注) １　取締役　古谷　滋海氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役　伊藤　茂樹氏、石坂　啓氏及び髙野　角司氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。

３　取締役の任期は、平成20年１月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年１月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

４　監査役の任期は、平成19年１月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年１月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

５　当社では、取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。平成20年５月１日就任予定も含

めた各執行役員は下記のとおりであります。

 

執行役員 大　熊　章　三   

執行役員 中　村　俊　司   

執行役員 斉　藤　博　司   

執行役員 壹　岐　直　也   

執行役員 河　村　　収   

執行役員 鯉　谷　弘　行   

執行役員 吉　田　明　彦   

執行役員 林　　　直　樹   
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、時代に即した最良の「知」を提供することを最高の使命と考えており、後述のとおり当社の経

営理念のなかに「丸善ミッション」として「知を鐙（とも）す　丸善」を掲げております。

　その実現のためには、株主、お客様、お取引先様をはじめとするステークホルダーの皆様からのご期待

に応えながら経営の透明性を高めることでその信頼を得て、継続的に企業価値を高めていくことが必要

であり、そのための経営体制に関しましては、経営意思決定の迅速化、業務執行の適正性及び効率性を確

保するとともに、企業経営の監査・監督の充実を図り、正直で透明な組織運営を行うことを基本とする

コーポレート・ガバナンスの強化が経営上の最重要課題であると認識しております。

 

(1) 提出会社の企業統治に関する状況

①会社の機関の内容

　当社は監査役制度を採用しており、当期末現在（平成20年１月31日）３名の常勤監査役（うち、社

外監査役２名）と１名の非常勤監査役（社外監査役）からなる「監査役会」を構成し、定めた監査

方針に基づき取締役の業務執行の状況を客観的な立場から監査するとともに、監査役独自に部門監

査を行うなど、経営監視に有効に機能しております。

　当社の「取締役会」は、構成員である取締役の人数を10名以内とする旨を定款に定めております。

当期末現在（平成20年１月31日）８名の取締役（うち社外取締役２名）で構成され、定例取締役会

を月１回、また必要に応じて臨時取締役会を随時開催し、法定事項と取締役会規則に定める重要事

項の全てを決定しております。また社外取締役は、幅広い視野で経営戦略の策定と実行に総合的な

助言を行っております。また当社は取締役の経営責任を明確にし、経営体質を強化させるため、取締

役の任期を１年としております。なお、本年４月25日開催の定時株主総会において、社外取締役２名

が任期満了によって退任し、新たに３名の取締役（うち社外取締役１名）が選任されて就任いたし

ましたので、本有価証券報告書提出日（平成20年４月28日）現在の当社の取締役会は計９名で構成

されております。

　当社の取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　また、当社は執行役員制度を導入しており、「取締役会」が決定した経営方針に従い、それぞれが

担当する部門における適切な業務執行を行う役員と位置付け、取締役と責任の違いを明確にしてお

ります。当期末現在（平成20年１月31日）の執行役員は７名であります。なお当期末から本有価証

券報告書提出日までに異動があり、本有価証券報告書提出日現在の執行役員は８名であります。さ

らに、本年４月30日をもって任期満了となる執行役員が２名おりますので、５月１日付では６名と

なる予定です。

　取締役会決議事項以外で経営上の重要な案件については、審議機関である「経営会議」を設置し

て、原則として週１回開催し、審議と施策進捗状況等のチェックを行っております。

　法律上の判断を必要とする場合には、顧問弁護士に適宜アドバイスを受ける体制となっておりま

す。

　公認会計士監査は、当社と監査法人トーマツとの間で監査契約を締結しており、法定監査を受けて

おります。
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②内部統制システムの整備の状況

　当社は、時代に即した最良の知を提供することを最高の使命と考え、改めて当社の「創業の精神」

等を社内討議した上で整理し、平成19年９月１日付にて「丸善経営理念」を新しく制定いたしまし

た。

丸善の価値観

「知に生き、人間を信じる」

 

丸善ミッション

「知を鐙す　丸善」

 

行動規範

1.本質、本筋、本物を読め。知性は姿に現れる。

2.現場、現実、現物に迫れ。お客様は目の前にいる。

3.感謝と笑顔を忘れない。どれだけ人を思いやれるか。

4.挑戦者たれ。人のためにも拓くべき未来がある。

5.あたり前の作法を全力で行え。気品が人をつくる。

6.正直に。透明に。自信を持って清潔に生きる。

7.強き精神でやり切れ。誇りある自分を築く。

 

丸善ビジョン

「もう一度、丸善になる」

 

 

　当社は、会社経営の「背骨」であるこの経営理念を基軸に、企業価値の向上に向け、業務執行にお

ける迅速かつ的確な意思決定と正直で透明な行動を何より重んじる企業文化の醸成を目指してま

いります。

　当社は、このたび制定した「丸善経営理念」を、当社の更なるコーポレート・ガバナンスの充実と

強化に活かすことを目的として、平成19年12月25日開催の取締役会において、平成18年５月16日付

の取締役会で決議した「内部統制システムの構築」に関する決議を、一部改定いたしました。

　当社における取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他

会社の業務の適正を確保するための体制の概要は、以下のとおりであります。

 

1.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(a)取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、取締役会で定めた「文書管理規

程」に従い、職務執行に係る情報を文書又は電磁的に記録し、保存する。取締役及び監査役は

「文書管理規程」により、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。「文書管理規程」

の改定については監査役会の同意を得た上で取締役会の承認を得るものとする。 

(b)重要な文書をここに例示する。なお、これらの保存期間は10年とする。 

ⅰ) 株主総会議事録 

ⅱ) 取締役会議事録 

ⅲ) 監査役会議事録 

ⅳ) 経営会議議事録 

 

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

 70/182



2.損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

(a)取締役会は、当社のリスク管理を体系的に定める「リスクマネジメント規程」等を制定し、

適宜、同規程を見直すものとする。「リスクマネジメント規程」等の改定については監査役

会の同意を得た上で取締役会の承認を得るものとする。 

(b)当社は、リスク管理及びコンプライアンス等に関連する課題に取り組むため「内部統制委員

会」を設置し、その「内部統制委員会」の指揮・監督の下で活動するワーキンググループ

が、リスク情報の適切な収集・伝達、事故・事件発生時の体制の整備及び再発防止策の検討

などを行うものとする。そのワーキンググループは、毎年、又は必要に応じて適宜、具体的な

リスクの分析・評価を行うものとする。 

この分析・評価に基づいて、個々のリスクに対し、「リスクマネジメント規程」等で定める統

制活動の主体部署（以下「主体部署」という）がリスク管理体制の構築と運用を行う。 

主体部署におけるリスク管理に対し、「リスクマネジメント規程」等で定めるモニタリング

機関が継続的な監視を行う。モニタリング機関は、定期的に、取締役会、監査役会又は経営会議

に、主体部署のリスク管理状況を報告するものとする。 

 

3.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(a)取締役会において各取締役の職務分担を定め、重複が起きないように留意し、その職務が効

率的に機能するようにする。また、取締役会決議事項以外の重要事項の意思決定機関として

経営会議を設置し、取締役の職務もしくは業務の執行が効率的に行われるようにする。

(b)業務執行については、取締役及び従業員が共有する全社的な目標を取締役会で定め、この浸

透を図るために、各部門が実施すべき具体的なアクションプランとその達成度を測る指標と

してのＫＰＩ（Key Performance Indicator）を各部門で策定、設定し、担当取締役によって

監督する。

そして、それらＫＰＩの達成度及び定性的課題を含めたアクションプランの進捗状況につい

て、定期的にレビューを行う。その結果については、都度取締役会での検証を実施し、業務の効

率的な推進を阻害する要因を排除・低減するための施策や改善プランの策定・遂行を促すシ

ステムを構築する。

 

4.取締役／使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

(a)取締役会は、コンプライアンスを実践するため取締役及び従業員の全てに対する共通の行動

基準として、「コンプライアンス行動指針」を定めている。その徹底を図るために、法務・総

務部が全社のコンプライアンスの取り組みを組織横断的に統括し、同部を中心に従業員への

啓蒙、教育活動を行う。更に内部監査室を強化し、定期的な業務監査体制を整備することで、

リスクの予防と監視体制の充実を図る。重大なコンプライアンス違反の恐れがある事項につ

いては、顧問弁護士や会計監査人からの助言を得る。 

(b)当社における法令、諸規程に反する行為等を早期に発見し、是正することを目的に、「内部通

報規程」を制定し、内部監査室、法務・総務部及び外部の弁護士に内部通報窓口を設置する。

「内部通報規程」の改廃については、監査役会の同意を得た上で取締役会の承認を得るもの

とする。 

(c)取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見

した場合には直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく取締役会又は経営会議において報

告する。

(d)監査役会及び監査役は当社の法令遵守体制及び内部通報システムの運用に問題があると認
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めたときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。
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5.株式会社ならびにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

(a)当社の制定した「コンプライアンス行動指針」を各子会社においても遵守することとし、グ

ループ企業の役員及び従業員一体となった遵法意識の醸成を図る。

(b)「子会社管理規程」を設け、一定の事項については当該会社の取締役会決議前に経理・財務

部に連絡することを義務づけ、そのうち重要な事項については、当社の取締役会又は経営会

議の承認事項とすることで、各子会社のリスク管理を行う。「子会社管理規程」の改廃につ

いては、監査役会の同意を得た上で、取締役会の承認を得るものとする。

(c)当社の「内部通報規程」は子会社の役員及び従業員にも適用され、また内部通報窓口を利用

できるようにすることで、グループ企業全体での業務の適正な遂行を確保する。

(d)当社内部監査室は、各子会社の監査役と連携し、内部統制体制に関する監査を実施する。

 

6.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項

　監査役会及び監査役から、「現在の当社及び子会社から成る企業集団の規模において、常勤監

査役３名、非常勤監査役１名の現体制でその職務の遂行に支障をきたすことはなく、職務補助

人を置く必要はない。」との返事を得ており、当該使用人は設けないものとする。但し、監査役

会及び監査役から職務補助人の設置を求められた場合は、経理・財務部の従業員から選任す

る。 

 

7.前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

　当該使用人を設置しないため、独立性に関する定めは設けない。但し、設置した場合は、補助人

の人事異動、人事評価は監査役会の承認を得るものとする。 

 

8.取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(a)監査役は当社の重要なすべての会議に出席でき、そこで報告を受け質問ができ、必要に応じ

て意見を述べることができる。また、すべての資料、電磁的記録を閲覧できるものとする。

更に取締役は、次の事項を報告するものとする。

ⅰ) 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

ⅱ) 内部監査の情況及びリスク管理に関する重要な事項

ⅲ) 重大な法令・定款違反

ⅳ) その他コンプライアンス上重要な事項

(b)使用人は前項各号に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接報告できるものとす

る。

 

9.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役会は、代表取締役社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換を行い、また監査役会及

び監査役は、必要に応じて業務執行取締役、執行役員及び重要な使用人からヒヤリングを実施

することができる。また、監査役会及び監査役の事務処理を行うため、経理・財務部に監査役会

事務局を設置する。
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③リスク管理体制の整備の状況

　当社は平成14年に、諸法令の遵守を幅広く推進するため『丸善コンプライアンス行動指針』を制

定した他、『社内規程』（与信管理、危機管理、文書管理等を含む）、『業務マニュアル』を整備し、

継続的な見直しを行うと同時に、現場に浸透させることによりリスクの極小化を目指しておりま

す。

　また、企業の土台となるべき内部統制体制の整備については、来期（第201期：平成21年２月１日

～平成22年１月31日）からの内部統制報告制度の適用を控え、経営トップによる推進体制の構築が

重要であるとの認識のもとに、代表取締役を委員長とする「内部統制委員会」を設置し、重要案件

ごとにワーキンググループを設けて会社の事業リスクを横断的に分析・評価しております。

　またＩＴ分野については「ＩＴ企画室」が全社的な統制を担当しております。

　個人情報保護に関する取り組みとしては、平成18年１月30日付で第三者機関認証である“プライ

バシーマーク”を取得しており、当社の「個人情報保護推進室」を中心に、全ての役員・従業員へ

継続的な啓蒙と統制活動を担当しております。

　なお、当社が平成19年１月に開示いたしました社内の特定の者による不適切な会計処理がなされ

ていた件を猛省し、既に会計処理の厳格化、相互牽制機能の強化やコンプライアンス意識の徹底等

の改善策に取り組み、内部統制機能の強化に努めました。更なるコンプライアンス諸制度の充実や

内部統制システムの整備を図り、コーポレート・ガバナンスの充実に努める所存であります。

 

④役員報酬の内容

　当社は平成17年６月29日開催の第196期定時株主総会において、取締役及び監査役の退職慰労金制

度を廃止することを決議しております。

　・社内取締役の年間報酬額　　８名　104百万円

（注１）使用人兼務取締役（３名）の使用人給与相当額30百万円（賞与含む）は別途支給

（注２）報酬限度額（上記の注１該当額は含まず）は、年額190百万円以内（平成６年６月定

時株主総会決議）であります。

（注３）当期末現在（平成20年１月31日）の社外取締役２名は無報酬であります。なお、会社

法第427条第１項の規定に基づき、同第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

（いわゆる「責任限定契約」）を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。なお、当該責任限定が認

められるのは、当該社外取締役の職務の遂行について善意かつ重大な過失がないと

きに限られます。

（注４）平成19年４月26日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役２名の報

酬額を含んでおります。

　・監査役の年間報酬額　　５名　　40百万円

（注１）報酬限度額は、年額60百万円以内（平成15年6月定時株主総会決議）であります。

（注２）平成19年４月26日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任した監査役１名の報

酬額を含んでおります。
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⑤監査報酬の内容

　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬62百万円

（注）この金額は、会社法に基づく監査報酬と金融商品取引法に基づく監査報酬を含めた

合計額を記載しております。

　　上記以外の業務に基づく報酬６百万円

（注）この金額は、「内部統制に関する助言・指導業務」に対する報酬額であります。

 

(2) 内部監査及び監査役監査の組織、人員及び手続き

　当社の「内部監査室」は、取締役会直轄の組織として設置され、当社及び子会社について、合法性

と合理性の観点から経営諸活動の遂行状況を検討・評価する活動を行っております。

　当期末現在（平成20年１月31日）の内部監査室人員は５名であります。

　監査役監査については、非常勤監査役を含めた４名の監査役が取締役会をはじめとする重要な会

議へ出席し、取締役、執行役員の業務執行状況について監査しております。また３名の常勤監査役が

担当を決めて各部門、及び子会社を監査し、子会社を含めたガバナンスの強化に努めております。

 

 

(3) 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

　監査役と内部監査室の連携は、監査役会が定めた「監査役監査基準」と、取締役会が定めた「内部

監査規程」に基づいて行っております。監査役会及び内部監査室は毎期初めに監査計画を立案し、

これに基づき監査を進めていきますが、監査計画書は相互に交換し合い、これに監査法人の監査計

画書を加え、効率的な監査が行えるように留意しております。

　監査役と内部監査室との会合は課題や問題がある都度開催しております。内部監査室の監査実施

結果を監査役が把握できるよう、監査役がその業務遂行上、内部監査室資料を必要とする場合は、内

部監査室は遅滞なく提出することになっております。

　監査役と会計監査人との連携については、平成17年７月29日に日本監査役協会と日本公認会計士

協会から報告された共同研究報告に基づいて行うことを相互に確認し、実行しております。具体的

にはそこに例示されている「連携の方法、時期及び情報・意見交換事項の例示」を参考にしてお

り、更に必要に応じ随時連絡を取り合うことを確認し、効率的な監査業務の遂行に努めております。
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(4) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係、取引関係、及びその他の利害関係

　当期末現在（平成20年１月31日）の社外取締役　大西　敏彦氏、稲川　琢也氏の２名は、大和証券エ

スエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社から派遣されており、当社は当該会社か

ら出資を受けております。ただし、当社との取引上の利害関係はありません。なお、本年４月25日開

催の定時株主総会において、上記社外取締役２名は任期満了によって退任し、新たに社外取締役に

選任されて就任した古谷　滋海氏は大日本印刷株式会社から派遣されております。また当社と当該

会社との間には仕入取引がございます。また当社は平成19年８月10日付で業務・資本提携契約を締

結しており、当社発行済の第１回Ａ種、第１回Ｂ種、第１回Ｃ種、第１回Ｄ種の各優先株式を保有し

ております。さらに、本年４月15日に当該会社を引受け先とする第三者割当増資による新株式（普

通株式）の発行に関する「増資引受契約」を締結しており、これに基づく新株式の実行日は５月13

日を予定しております。

　当期末現在（平成20年１月31日）の社外監査役　伊藤　茂樹氏、石坂　啓氏、髙野　角司氏の３名は、

当社との取引上の利害関係はありません。

 

 

(5) 業務を執行した公認会計士の氏名

　当社と監査法人トーマツとの間で、監査契約を締結しており、法律の規定に基づいた会計監査を実

施しております。

　会計監査業務を執行した公認会計士は、西岡　雅信氏、平野　雄二氏であります。なお、監査年数は７

年を経過していないため、記載を省略しております。また、当社の会計監査に係る補助者は、公認会

計士４名、会計士補４名、その他４名であります。

 

(6) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①自己の株式の取得

　当社は、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能とす

るため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己の株式を取得することが

できる旨を定款に定めております。

②中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元ができるよう、取締役会の決議により毎年７月31日を基準日と

して会社法第454条第５項に定める中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

 

(7) 株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議

は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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※業務執行・監視及び内部統制・リスク管理体制の仕組みは以下のようになります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大

蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）は、改正前の連結財務諸表

規則に基づき、当連結会計年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）は、改正後の連結

財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令

第59号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、当事業年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則

に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度（平成18年２月１日から平成19年１月31日まで）及び前事業年度（平成18

年２月１日から平成19年１月31日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計

年度（平成19年２月１日から平成20年１月31日まで）及び当事業年度（平成19年２月１日から平成

20年１月31日まで）は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並

びに財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

 

  
前連結会計年度
(平成19年１月31日)

当連結会計年度
(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

現金及び預金   7,647   8,603  

受取手形及び売掛金   14,653   14,257  

たな卸資産   17,252   17,079  

繰延税金資産   500   278  

その他   669   704  

貸倒引当金   △41   △95  

流動資産合計   40,68180.0  40,82780.1

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産
(注
1.4)

      

建物及び構築物   2,699   2,548  

工具器具及び備品   169   176  

土地   1,344   1,341  

その他   47   52  

有形固定資産合計   4,261   4,119  

２　無形固定資産   379   765  

３　投資その他の資産        

投資有価証券 (注2)  1,008   957  

長期貸付金   1,232   1,168  

敷金及び保証金   4,322   4,152  

その他   2,742   2,809  

貸倒引当金   △3,761   △3,839  

投資その他の資産合計   5,544   5,247  

固定資産合計   10,18420.0  10,13319.9

資産合計   50,866100.0  50,960100.0
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前連結会計年度
(平成19年１月31日)

当連結会計年度
(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

支払手形及び買掛金   15,446   15,938  

短期借入金 (注4)  18,670   19,500  

未払法人税等   142   118  

賞与引当金   202   152  

返品調整引当金   143   104  

ポイントカード引当金   264   228  

その他   2,925   2,811  

流動負債合計   37,79474.3  38,85276.2

Ⅱ　固定負債        

退職給付引当金   2,562   2,623  

役員退職慰労引当金   6   9  

繰延税金負債   116   32  

その他   1,206   905  

固定負債合計   3,892 7.7  3,570 7.0

負債合計   41,68682.0  42,42383.2

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   2,000 3.9  2,000 3.9

２　資本剰余金   4,134 8.1  3,092 6.1

３　利益剰余金   2,926 5.8  3,456 6.8

４　自己株式   △55 △0.1  △60 △0.1

株主資本合計   9,00517.7  8,48716.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

　その他有価証券評価
　　差額金

  174 0.3  49 0.1

評価・換算差額等合計   174 0.3  49 0.1

純資産合計   9,17918.0  8,53716.8

負債純資産合計   50,866100.0  50,960100.0
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② 【連結損益計算書】

 

  
前連結会計年度

(自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   99,340100.0  102,529100.0

Ⅱ　売上原価   76,43476.9  79,27777.3

売上総利益   22,90523.1  23,25122.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

広告宣伝費  579   504   

ポイントカード引当金
繰入額

 55   ―   

運搬費  812   826   

販売手数料  597   534   

賃借料  4,788   5,159   

貸倒引当金繰入額  4   197   

給料及び手当  8,306   8,512   

賞与引当金繰入額  189   139   

福利厚生費  1,716   1,764   

退職給付引当金繰入額  668   625   

役員退職慰労引当金
繰入額

 2   2   

設備維持費  1,655   1,741   

租税公課  214   277   

減価償却費  434   442   

その他  2,036 22,06222.2 2,220 22,94822.4

営業利益   843 0.9  302 0.3

Ⅳ　営業外収益        

受取利息  18   5   

受取配当金  12   9   

為替差益  ―   363   

持分法による投資利益  ―   146   

その他  82 113 0.1 136 661 0.6

Ⅴ　営業外費用        

支払利息  332   311   

持分法による投資損失  55   ―   

不動産賃借料  ―   69   

デリバティブ評価損  ―   54   

その他  108 495 0.5 84 519 0.5

経常利益   460 0.5  445 0.4
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前連結会計年度

(自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益        

固定資産売却益 (注1) 34   7   

投資有価証券売却益 (注2) 5,332   4   

プリンストン債訴訟

和解金
(注3) ―   841   

貸倒引当金戻入額  91   ―   

構造改革費用戻入額  361   ―   

事業譲渡益  94   ―   

その他  109 6,0226.1 54 907 0.9

Ⅶ　特別損失        

固定資産除却損 (注4) 56   15   

投資有価証券評価損  ―   3   

過年度ポイントカード
引当金繰入額

 208   ―   

減損損失 (注5) 933   358   

店舗譲渡損  187   ―   

店舗撤退損  ―   144   

その他 (注6) 60 1,4461.5 1 523 0.5

税金等調整前当期純利益   5,0365.1  829 0.8

法人税、住民税及び事業税  69   77   

法人税等調整額  0 69 0.1 222 299 0.3

当期純利益   4,9675.0  530 0.5
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日)

 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年１月31日残高(百万円) 5,503 15,142 △16,551 △51 4,042

連結会計年度中の変動額      

　資本金から資本剰余金への振替 △3,503 3,503   ―

　資本剰余金から利益剰余金への振替  △14,510 14,510  ―

　当期純利益   4,967  4,967

　自己株式の取得    △4 △4

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計(百万円) △3,503 △11,007 19,478 △4 4,962

平成19年１月31日残高(百万円) 2,000 4,134 2,926 △55 9,005

 

 
評価・換算差額等

純資産合計
  

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

  

平成18年１月31日残高(百万円) 216 216 4,259   

連結会計年度中の変動額      

　資本金から資本剰余金への振替   ―   

　資本剰余金から利益剰余金への振替   ―   

　当期純利益   4,967   

　自己株式の取得   △4   

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△41 △41 △41   

連結会計年度中の変動額合計(百万円) △41 △41 4,920   

平成19年１月31日残高(百万円) 174 174 9,179   
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当連結会計年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

 

 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年１月31日残高(百万円) 2,000 4,134 2,926 △55 9,005

連結会計年度中の変動額      

　資本金から資本剰余金への振替     ―

　資本剰余金から利益剰余金への振替     ―

　当期純利益   530  530

　自己株式の取得    △1,047 △1,047

　自己株式の処分  △1,042  1,042 ―

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

    ―

連結会計年度中の変動額合計(百万円) ― △1,042 530 △5 △517

平成20年１月31日残高(百万円) 2,000 3,092 3,456 △60 8,487

 

 
評価・換算差額等

純資産合計
  

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

  

平成19年１月31日残高(百万円) 174 174 9,179   

連結会計年度中の変動額      

　資本金から資本剰余金への振替   ―   

　資本剰余金から利益剰余金への振替   ―   

　当期純利益   530   

　自己株式の取得   △1,047   

　自己株式の処分   ―   

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△125 △125 △125   

連結会計年度中の変動額合計(百万円) △125 △125 △642   

平成20年１月31日残高(百万円) 49 49 8,537   
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  

前連結会計年度

(自　平成18年２月１
日

至　平成19年１月31
日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１
日

至　平成20年１月31
日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー    

税金等調整前当期純利益  5,036 829
減価償却費  462 469
減損損失  933 358
貸倒引当金の増加額(△減少
額)  △585 132

賞与引当金の増加額(△減少
額)  34 △49

ポイントカード引当金の増
加額  264 ―

受取利息及び受取配当金  △30 △15
支払利息  332 311
持分法による投資損益  55 △146
関係会社持分変動利益  ― △45
有形固定資産売却益  △33 △7
有形固定資産除却損  42 4
投資有価証券売却益  △5,332 △4
投資有価証券評価損  ― 3
構造改革費用戻入額  △361 ―
プリンストン債訴訟和解金  ― △841
売上債権の減少額  83 327
たな卸資産の減少額(△増加
額)  △310 173

その他流動資産の減少額(△
増加額)  227 △64

仕入債務の増加額(△減少額
)  △672 491

未払消費税等の増加額(△減
少額)  △35 117

その他流動負債の増加額(△
減少額)  12 △284

その他  △19 △266
小計  103 1,492
利息及び配当金の受取額  34 21
利息の支払額  △697 △490
法人税等の支払額  △55 △77
その他  △570 ―
営業活動によるキャッシュ・
フロー  △1,183 946
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Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー    

有形固定資産の取得による
支出  △505 △408

有形固定資産の売却による
収入  523 10

無形固定資産の取得による
支出  △116 △472

投資有価証券の取得による
支出  △1 ―

投資有価証券の売却による
収入  6,437 29

長期貸付けによる支出  △11 ―
長期貸付金の回収による収
入  23 52

敷金及び保証金の差入によ
る支出  △878 △18

敷金及び保証金の返還によ
る収入  904 175

プリンストン債訴訟和解金  ― 841
その他  199 △2
投資活動によるキャッシュ・
フロー  6,575 207

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー    

短期借入金の純増減額  1,170 830
長期借入金の返済による支
出  △7,513 ―

自己株式の取得による支出  ― △1,047
その他  △4 ―
財務活動によるキャッシュ・
フロー  △6,347 △217

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換
算差額  41 ―

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額
(△減少額)  △914 936

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残
高  8,562 7,647

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残
高  7,647 8,583
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 

項目

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
１　連結の範囲に関す
る事項

連結子会社　　６社
　連結子会社名については、
「第１　企業の概況」の
「４　関係会社の状況」に
記載しているため省略して
おります。
　非連結子会社Maruzen International

Co.,Ltd.他２社の総資産、売上
高、利益額及び利益剰余金
のうち持分に見合う額等の
合計額は、連結会社の総資
産、売上高、利益額及び利益
剰余金等の合計額に対して
いずれも僅少であり、且つ
全体としても連結財務諸表
に重要な影響を与えていな
いため連結の範囲から除外
しております。

同左

２　持分法の適用に関
する事項

持分法適用会社　１社
持分法適用会社名について
は、「第１　企業の概況」の
「４　関係会社の状況」に
記載しているため省略して
おります。
　非連結子会社Maruzen International

Co.,Ltd.他２社及び関連会社マ
イクロメイト岡山㈱他２社
の利益額及び利益剰余金の
うち持分に見合う額等の合
計額は、連結会社の利益額
及び利益剰余金等の合計額
に対して、いずれも僅少で
あり、且つ全体としても重
要性に乏しいため持分法を
適用しておりません。

同左
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３　連結子会社の事業
年度等に関する事
項

　連結子会社のうち、事業年
度の末日が連結決算日と異
なる会社は次のとおりであ
ります。
会社名 事業年度
丸善ブックメイ
ツ㈱
丸善メイツ㈱
㈱丸善トライコ
ム

自平成18年

　１月１日

至平成18年

　12月末日
　上記の会社については、決
算財務諸表をそのまま用い
ており、連結決算日との間
に生じた重要な取引につい
ては連結上必要な調整を
行っております。
　持分法適用会社である京
セラ丸善システムインテグ
レーション㈱は決算日が３
月末でありますが、当社の
連結決算日における仮決算
を行っております。

　連結子会社のうち、丸善
ブックメイツ㈱、丸善メイ
ツ㈱及び㈱丸善トライコム
の決算日は12月31日であり
ます。
　上記の会社については、決
算財務諸表をそのまま用い
ており、連結決算日との間
に生じた重要な取引につい
ては連結上必要な調整を
行っております。
　持分法適用会社である京
セラ丸善システムインテグ
レーション㈱は決算日が３
月末でありますが、当社の
連結決算日における仮決算
を行っております。
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
４　会計処理基準に
関する事項

 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

　①有価証券
　　その他有価証券
　　（時価のあるもの）
　　　連結決算日の市場価格
等に基づく時価法(評価
差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原
価は主として移動平均
法により算出)を採用し
ております。

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

　①有価証券
　　その他有価証券
　　（時価のあるもの）

同左

 　　（時価のないもの）
　　　移動平均法による原価
法を採用しております。

　　　なお、投資事業有限責任
組合及びそれに類する
組合への出資（証券取
引法第２条第２項によ
り有価証券とみなされ
るもの）については、組
合契約に規定される決
算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を
基礎とし、持分相当額を
純額で取り込む方法に
よっております。

　　（時価のないもの）
　　　移動平均法による原価
法を採用しております。

　　　なお、投資事業有限責任
組合及びそれに類する
組合への出資（金融商
品取引法第２条第２項
により有価証券とみな
されるもの）について
は、組合契約に規定され
る決算報告日に応じて
入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当
額を純額で取り込む方
法によっております。

 　②デリバティブ
　　時価法を採用しておりま
す。

　②デリバティブ
同左

 　③たな卸資産
　　商品・製品
　　　売価還元法、最終仕入原
価法及び個別法による
原価法を採用しており
ます。

　③たな卸資産
　　商品・製品

同左

 　　原材料
　　　最終仕入原価法による
原価法を採用しており
ます。

　　原材料
同左

 

 　　仕掛品
　　　個別法による原価法を
採用しております。

　　仕掛品
同左

 　　貯蔵品
　　　最終仕入原価法による
原価法を採用しており
ます。

　　貯蔵品
同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法
　①有形固定資産
　　定率法(但し、平成10年４
月１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く)に
ついては定額法)を採用し
ております。なお、主な耐
用年数は以下のとおりで
あります。
　　建物及び構築物　　２年～

50年
工具器具及び備品　２年
～20年

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法

　①有形固定資産
　　定率法(但し、平成10年４
月１日以降取得した建物
(建物附属設備を除く)に
ついては定額法)を採用し
ております。
　　主要な耐用年数は以下の
とおりであります。
　　建物及び構築物　　２年～

50年
工具器具及び備品　２年
～20年

  　（会計方針の変更）
　　当連結会計年度から法人
税法の改正（（所得税法
等の一部を改正する法律　
平成19年３月30日　法律第
６号）及び（法人税法施
行令の一部を改正する政
令　平成19年３月30日　政
令第83号））に伴い、平成
19年４月１日以降に取得
したものについては、改正
後の法人税法に規定する
償却方法により減価償却
費を計上しております。
　　これによる損益に与える
影響額は軽微でありま
す。

 　②無形固定資産 　②無形固定資産
 　　自社利用のソフトウェア

　　　社内における利用可能
期間(５年)に基づく定額
法によっております。

　　自社利用のソフトウェア
同左

 　　その他
　　　定額法を採用しており
ます。

　　その他
同左

 　③投資その他の資産
　　長期前払費用
　　　定額法を採用しており
ます。

　③投資その他の資産
　　長期前払費用

同左
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 (3) 重要な引当金の計上基
準

　①貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しており
ます。

(3) 重要な引当金の計上基
準

　①貸倒引当金
同左

 　②賞与引当金
　　従業員の賞与の支給に充
当するため、支給見込額基
準により計上しておりま
す。

　②賞与引当金
同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
 　③返品調整引当金

　　出版物の返品による損失
に備えるため、返品実績率
に基づき計上しておりま
す。

　③返品調整引当金
同左

 ④ポイントカード引当金
　　ポイントカード会員に対
して発行するお買物券の
使用に備えるため、当連結
会計年度末時点のポイン
ト及びお買物券のうち、将
来使用されると見込まれ
る額を計上しております。

④ポイントカード引当金
ポイントカード会員に
対して発行するお買物券
の使用に備えるため、当連
結会計年度末時点のポイ
ント及びお買物券のうち、
将来使用されると見込ま
れる額を計上しておりま
す。

 （追加情報）
　　当社は、従来、売上時に加
算されるポイントに応じ
て発行されるお買物券に
ついて、使用された時点で
費用処理しておりました
が、ポイントカードの管理
システムが当連結会計年
度末に確立されたことに
よって、合理的に算定が可
能になった将来使用され
ると見込まれるポイント
及びお買物券に対して費
用計上する方法に変更い
たしました。
　　この結果、従来の方法に
よった場合と比較して営
業利益、経常利益はそれぞ
れ55百万円減少し、税金等
調整前当期純利益は264百
万円減少しております。
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 　⑤退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき計上しております。
　　なお、会計基準変更時差異
については、15年による按
分額を費用処理しており
ます。
　　数理計算上の差異は、各連
結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(10年)による定率法により
それぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理する
こととしております。

　⑤退職給付引当金
同左

 ⑥役員退職慰労引当金
　当社の連結子会社は内規
に基づく期末要支給額の
100％を計上しておりま
す。

⑥役員退職慰労引当金
同左

 (4) 重要な外貨建の資産及び
負債の本邦通貨への換算
基準

　　外貨建金銭債権債務は、連
結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理し
ております。

(4) 重要な外貨建の資産及び
負債の本邦通貨への換算
基準

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
 (5) 重要なリース取引の処

理方法
　　リース物件の所有権が借
主に移転すると認められ
るもの以外のファイナン
ス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処
理によっております。

(5) 重要なリース取引の処
理方法

同左

 (6) 重要なヘッジ会計の方
法
　①ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジを採用してお
ります。

(6) 重要なヘッジ会計の方
法
　①ヘッジ会計の方法

同左

 　②ヘッジ手段とヘッジ対
象
ヘッジ手段

　　為替予約

　②ヘッジ手段とヘッジ対
象
ヘッジ手段

同左
 ヘッジ対象

　　外貨建買掛金及び外貨建
予定取引

ヘッジ対象
同左

 　③ヘッジ方針
　　外貨建債務に係る為替変
動リスクに対してヘッジ
をしております。

　③ヘッジ方針
同左

 　④ヘッジ有効性評価の方
法
　　ヘッジ手段の契約額等と
ヘッジ対象に関する重要
な条件が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後
も継続して、相場変動を
完全に相殺するものと想
定することができるた
め、これをもってヘッジ
の有効性判断に代えてお
ります。

　④ヘッジ有効性評価の方
法

同左

 (7) その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項

　　消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の
会計処理は、税抜方式に
よっております。

(7) その他連結財務諸表作
成のための基本となる
重要な事項

　　消費税等の会計処理
同左

 

５　連結子会社の資産
及び負債の評価に
関する事項

　連結子会社の資産及び負
債の評価については、全面
時価評価法を採用しており
ます。

同左

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

 94/182



６　連結キャッシュ・
フロー計算書にお
ける資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金(現金
及び現金同等物)は手許現
金及び随時引き出し可能な
預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっております。

同左
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会計方針の変更

 

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等）
当連結会計年度から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準委員会　平成17年12月９
日　企業会計基準第５号）及び「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会計
基準等の適用指針」（企業会計基準委
員会　平成17年12月９日　企業会計基準
適用指針第８号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はあり
ません。なお、従来の資本の部の合計に
相当する金額は、9,179百万円でありま
す。

―――――
 

 

表示方法の変更

 

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
 

―――――
（連結損益計算書）
１　前連結会計年度において「為替差益」
は営業外収益「その他」に含めて表示
しておりましたが、当連結会計年度にお
いては重要性が増加したため、区分掲記
いたしました。
　　なお、前連結会計年度における「為替差
益」の金額は６百万円であります。
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――――― ２　前連結会計年度において「デリバティ
ブ評価益」は営業外収益「その他」に
含めて表示しておりましたが、当連結会
計年度においては「デリバティブ評価
損」が計上され、重要性が増加したた
め、区分掲記いたしました。
　　なお、前連結会計年度における「デリバ
ティブ評価益」の金額は３百万円であ
ります。

――――― ３　前連結会計年度まで特別損失「その
他」に含めて表示しておりました「店
舗撤退損」は、重要性が増加したため、
区分掲記いたしました。
　　なお、前連結会計年度における「店舗撤
退損」の金額は34百万円であります。

  
 

―――――
（連結キャッシュ・フロー計算書）
１　前連結会計年度において区分掲記して
おりました「ポイントカード引当金の
増加額（△減少額）」（当連結会計年
度△32百万円）は、重要性が減少したた
め、当連結会計年度においては営業活動
によるキャッシュ・フローの「その
他」に含めて表示しております。

――――― ２　前連結会計年度において財務活動によ
るキャッシュ・フローの「その他」に
含めて表示しておりました「自己株式
の取得による支出」（前連結会計年度
△４百万円）については、金額的重要性
が増したため、当連結会計年度において
は区分掲記しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

 

前連結会計年度

(平成19年１月31日)

当連結会計年度

(平成20年１月31日)
１　有形固定資産の減価償却
累計額

5,286百万円 １　有形固定資産の減価償却
累計額

5,536百万円

２　非連結子会社及び関連会社に対する
もの

投資有価証券(株式) 440百万円

２　非連結子会社及び関連会社に対する
もの

投資有価証券(株式) 633百万円
３　偶発債務
　　取引先に対する債務の保証

京セラ丸善システム
インテグレーション㈱

83百万円

㈱栄松堂書店 15百万円
　　銀行借入に対する保証予約等

丸善ソフィック㈱ 6百万円

３　偶発債務
　　取引先に対する債務の保証

京セラ丸善システム
インテグレーション㈱

57百万円

㈱栄松堂書店 8百万円
 

  
４　シンジケートローン契約
　　当連結会計年度末におけるシンジケー
トローン契約に係る借入金未実行残高
等は次のとおりであります。
シンジケートローンの
総額

22,500百万円

借入実行残高 18,670
差引額 3,830
　　なお、シンジケートローンの総額に対
して以下の資産を担保に供しておりま
す。
建物及び構築物 1,301百万円
土地 1,344
計 2,646

４　コミットメントライン契約
　　当連結会計年度末におけるコミットメ
ントライン契約に係る借入金未実行残
高等は次のとおりであります。
コミットメントライン
の総額

22,500百万円

借入実行残高 19,500
差引額 3,000
　　なお、コミットメントラインの総額に
対して以下の資産を担保に供しており
ます。
建物及び構築物 1,223百万円
土地 1,341
計 2,565
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(連結損益計算書関係)

 

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
１　固定資産売却益の内容

(主な売却物件)  
六甲山の家 5百万円
茨城千現ビル 4
川口寮 24
計 34

１　固定資産売却益の内容
(主な売却物件)  
市原貸家 7百万円

２　投資有価証券売却益
投資有価証券売却益には、匿名組合出
資金の当社持分を第三者に譲渡したこ
とによる5,325百万円が含まれておりま
す。

２　　　　　　　　　―――――

３　　　　　　　　　――――― ３　プリンストン債訴訟和解金　　　　　　
841百万円
　　当社が保有しておりましたプリンス
トン債が償還不
　能になったことに係る係争において和
解が成立したこ
　とによる収入であります。

４　固定資産除却損の内容
建物及び構築物 41百万円
工具器具及び備品 14
その他 0
計 56

４　固定資産除却損の内容
建物及び構築物 12百万円
工具器具及び備品 2
その他 1
計 15
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５　減損損失
　　当連結会計年度において、当社グルー
プは減損損失を計上しております。主な
ものは以下のとおりであります。
場所 用途 種類 減損損失

岡山シンフォ
ニービル店
(岡山県岡山
市)

店舗
建物及び
土地等

573百万円

大阪心斎橋
そごう店

(大阪府大阪
市)

店舗 建物等 137

札幌アリオ店
(北海道札幌
市)

店舗 建物等 130

日本橋店
WEST館

(東京都中央
区)

店舗 建物等 49

　　当社グループは、他の資産又は資産グ
ループのキャッシュ・フローからおおむ
ね独立したキャッシュ・フローを生み出
す最小の単位として、所有又は賃借して
いる各ビル・店舗等を基準とした物件所
在地ごとに資産のグルーピングを行って
おります。

　　当連結会計年度においては、帳簿価額に
対し、著しく時価が下落している資産・
営業活動から生じる損益が継続的にマイ
ナス等である資産について減損の兆候を
認識し、減損対象となった資産は、帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額（933百万円）を特別損失に計上いた
しました。その内訳は、建物及び構築物
515百万円、工具器具及び備品６百万円、
土地268百万円、リース資産141百万円で
あります。

　　なお、当資産グループの回収可能価額
の算定に関しては、正味売却価額により
測定している場合、土地及び建物につい
ては、不動産鑑定士による不動産鑑定評
価基準に基づいた評価額及び路線価等
により算定し、使用価値により測定して
いる場合、将来キャッシュ・フローを
５％で割引いて算定しております。

５　減損損失
　　当連結会計年度において、当社グルー
プは減損損失を計上しております。主
なものは以下のとおりであります。
場所 用途 種類 減損損失
日本橋店

(東京都中央
区)

店舗 建物等 316百万円

町田モディ
店

(東京都町田
市)

店舗 建物等 25

　　当社グループは、他の資産又は資産グ
ループのキャッシュ・フローからおお
むね独立したキャッシュ・フローを生
み出す最小の単位として、所有又は賃借
している各ビル・店舗等を基準とした
物件所在地ごとに資産のグルーピング
を行っております。

　　当連結会計年度においては、帳簿価額
に対し、著しく時価が下落している資産
・営業活動から生じる損益が継続的に
マイナス等である資産について減損の
兆候を認識し、減損対象となった資産
は、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額（358百万円）を特別損
失に計上いたしました。その内訳は、建
物及び構築物169百万円、工具器具及び
備品１百万円、リース資産186百万円で
あります。

なお、当資産グループの回収可能価
額の算定に関しては、正味売却価額に
より測定している場合、土地及び建物
については、不動産鑑定士による不動
産鑑定評価基準に基づいた評価額及び
路線価等により算定し、使用価値によ
り測定している場合、将来キャッシュ
・フローを４％で割引いて算定してお
ります。
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前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
６　特別損失その他の内容
店舗撤退損 34百万円
その他 26
計 60

６　　　　　　　　　―――――

 

 

 (連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 108,162,360 ― ― 108,162,360

第１回Ａ種優先株式（株）

第１回Ｂ種優先株式

第１回Ｃ種優先株式

第１回Ｄ種優先株式

第１回Ｅ種優先株式

第１回Ｆ種優先株式
第１回Ｇ種優先株式

第１回Ｈ種優先株式

11,120

11,120

11,120

11,120

7,410

7,410

7,410
7,410

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

11,120

11,120

11,120

11,120

7,410

7,410

7,410
7,410

合計 108,236,480 ― ― 108,236,480

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 202,542 22,034 ― 224,576

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 22,034株
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当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株）
108,162,360 ― ― 108,162,360

第 １ 回 Ａ 種 優 先 株 式

（株）

第１回Ｂ種優先株式

第１回Ｃ種優先株式

第１回Ｄ種優先株式

第１回Ｅ種優先株式

第１回Ｆ種優先株式
第１回Ｇ種優先株式

第１回Ｈ種優先株式

11,120

11,120

11,120

11,120

7,410

7,410

7,410
7,410

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

7,410
―

―

―

11,120

11,120

11,120

11,120

―

7,410

7,410
7,410

合計 108,236,480 ― 7,410 108,229,070

(注)　第１回Ｅ種優先株式の減少7,410株は、平成19年５月31日に当社定款に定める取得
条項に基づき第１回Ｅ種優先株式7,410株を取得し同日に会社法第178条に基づきすべ
て消却したものであります。

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 224,576  29,589 ― 254,165

第１回Ｅ種優先株式(株) ― 　7,410 7,410 ―

　　　　　合計 224,576 36,999 7,410 254,165

(注) １　普通株式の株式数の増加29,589株は、単元未満株式の買取によるものでありま
す。

２　第１回Ｅ種優先株式の増加7,410株及び減少7,410株は、平成19年５月31日に
当社定款に定める取得条項に基づき第１回Ｅ種優先株式7,410株を取得し同
日に会社法第178条に基づきすべて消却したものであります。

 

 

 (連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
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　現金及び現金同等物の期末残高と連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係
現金及び預金勘定 7,647百万円
現金及び現金同等物 7,647

　現金及び現金同等物の期末残高と連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係
現金及び預金勘定 8,603百万円
預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△20　　　

現金及び現金同等物 8,583
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(リース取引関係)

 
前連結会計年度

(自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　借手側

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当

額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　借手側

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当

額

 

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

（百万円）

工具器具
及び備品 1,942652 156 1,133

無形固定資産
(ソフトウェ
ア)

90 57 ― 32

合計 2,033710 156 1,166

 

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

減損損失

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

（百万円）

工具器具

及び備品
2,3841,019253 1,112

無形固定資産

(ソフトウェア)
335 89 ― 246

合計 2,7201,108253 1,358

　(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産

減損勘定期末残高

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 347百万円

１年超 1,000

合計 1,347

　　リース資産減損勘定期末残高

156百万円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産

減損勘定期末残高

　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 433百万円

１年超 1,206

合計 1,640

　　リース資産減損勘定期末残高

253百万円

　(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 391百万円

リース資産減損勘定の取崩額 106

減価償却費相当額 363

支払利息相当額 35

減損損失 141

　(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 482百万円

リース資産減損勘定の取崩額 90

減価償却費相当額 446

支払利息相当額 46

減損損失 186

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

　(5) 利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　(5) 利息相当額の算定方法

同左
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前連結会計年度

(自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

２　貸手側

　(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

 
取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

工具器具
及び備品 ― ― ―

２　　　　　　　　　―――――

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 ―百万円

１年超 ―

合計 ―

 

　(3) 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 2百万円

減価償却費 2

受取利息相当額 0

 

　(4) 利息相当額の算定方法

　　　リース料総額と見積残存価額の合計額からリース

物件の購入価額を控除した額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、利息法によっ

ております。

 

３　オペレーティング・リース取引(借手側)

　未経過リース料

１年内 1,707百万円

１年超 14,771

合計 16,479

３　オペレーティング・リース取引(借手側)

　未経過リース料

１年内 1,582百万円

１年超 13,176

合計 14,758
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年１月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

２　その他有価証券で時価のあるもの

 

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの)

　　株式 121 412 291

(連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの)

　　株式 5 4 △0

合計 126 417 290

 

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

6,437 5,332 ―

 

４　時価評価されていない有価証券(満期保有目的の債券で時価のあるものを除く)の主な内容及び連結

貸借対照表計上額

(1) 満期保有目的の債券

　　　該当事項はありません。

(2) 子会社株式及び関連会社株式 440百万円

(3) その他有価証券

非上場株式 106百万円

非上場の外国株式 0

非上場の投資信託 1

その他 41

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

106/182



当連結会計年度(平成20年１月31日)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

 

２　その他有価証券で時価のあるもの

 

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの)

　　株式 121 202 81

(連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの)

　　株式 5 4 △0

合計 126 206 80

 

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

9 4 0

 

４　時価評価されていない有価証券(満期保有目的の債券で時価のあるものを除く)の主な内容及び連結

貸借対照表計上額

(1) 満期保有目的の債券

　　　該当事項はありません。

(2) 子会社株式及び関連会社株式 633百万円

(3) その他有価証券

非上場株式 98百万円

非上場の外国株式 0

非上場の投資信託 1

その他 17

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券について、３百万円の減損処理を行っております。

前へ　　　次へ
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
 (1) 取引の内容

当社はデリバティブ取引として為替先物
予約、金利オプション、金利スワップを利用
しております。

 (1) 取引の内容
同左

 (2) 取引に対する取組方針
当社は外貨建債権債務の残高及び将来発
生する取引に係る為替変動リスクに対し
て、為替先物予約を利用することとしてお
ります。また、借入金に係る金利変動リスク
に対して、金利オプション、金利スワップを
利用しております。

 (2) 取引に対する取組方針
同左

 (3) 取引の利用目的
当社はデリバティブ取引を市場リスク
ヘッジ、資金調達コストの確定、資金運用利
回の確定を図ること等を目的に利用してお
り、投機的な取引目的での利用は行わない
方針です。

 (3) 取引の利用目的
同左

 (4) 取引に係るリスクの内容
当社のデリバティブ取引の契約先は、高
い信用格付を有する金融機関であるため、
相手方の契約不履行によるリスクはほとん
どないと認識しております。なお、利用して
いる為替先物予約、金利オプション、金利ス
ワップは市場変動リスクのヘッジ目的で
行っております。
また、時価の変動が大きく、経営に重大な
影響を及ぼす取引は行っておりません。

 (4) 取引に係るリスクの内容
同左

 (5) 取引に係るリスク管理体制
当社はデリバティブ取引に関して、利用
目的限度額が定められており、限度を超え
た取引を行う場合は経営会議の承認を必要
とします。

 (5) 取引に係るリスク管理体制
同左
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２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成19年１月31日)

通貨関連　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 種類 契約額等

 

時　価 評価損益
うち

１年超

市場
取引
以外
の取
引

為替予約取引     

　買　　　建     

米ドル　　 295 － 311 15

スターリングポンド 71 － 78 6

ユーロ 147 － 157 10

合　　計 514 － 547 32

（注）１．時価の算定方法
為替予約取引：先物為替相場によっております。
２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いております。

 

金利関連

区分 種類
契約額等

(百万円)

契約額等のう
ち

１年超(百万円
)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)

市場取引以外の取
引

金利スワップ取引 19,400 19,400 △393 △393

金利オプション取引    

　キャップ取引     

　買建 200 ― ― ―

 （0） （0） 0 △0

合計 ― ― ― △394

(注) （　　）の金額は、金利キャップ取引のプレミアム料であります。

 

 

当連結会計年度(平成20年１月31日)

通貨関連

     該当事項はありません。

 

金利関連

区分 種類
契約額等

(百万円)

契約額等のう
ち

１年超(百万円
)

時価

(百万円)

評価損益

(百万円)
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市場取引以外の取
引

金利スワップ取引 17,400 15,800 △236 △236

合計 17,400 15,800 △236 △236
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(退職給付関係)

１　退職給付制度の概要

 

前連結会計年度（平成19年１月31日）及び当連結会計年度（平成20年１月31日）

当社及び連結子会社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。また、当社は従業

員のうち一定の要件を備えるものに対して適格退職年金制度を導入しております。

なお、主な内容は次のとおりであります。

受給資格

勤続年数20年以上で年齢満50歳以上の従業員

受給金額

退職慰労金規程による算出額の60％

 

２　退職給付債務に関する事項

 

 

前連結会計年度
(平成19年１月31日)

当連結会計年度
(平成20年１月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

イ　退職給付債務 △6,155 △5,852

ロ　年金資産 1,330 1,204

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △4,824 △4,648

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 1,860 1,623

ホ　未認識数理計算上の差異 400 401

ヘ　未認識過去勤務債務 ― ―

ト　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △2,562 △2,623

チ　前払年金費用 ― ―

リ　退職給付引当金(ト－チ) △2,562 △2,623

 

前連結会計年度  当連結会計年度

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法

を使用しております。

 (注)　　　　　　　 同左
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３　退職給付費用に関する事項

 

 

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
 至 平成19年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成19年２月１日
 至 平成20年１月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

イ　勤務費用 261　 (注) 　 257　 (注)

ロ　利息費用 112 108

ハ　期待運用収益 △27 △27

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 237 237

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 117 82

ヘ　過去勤務債務の費用の減額処理額 ― ―

ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 701 658

 

前連結会計年度  当連結会計年度

(注)　簡便法を使用している連結子会社の退職給付費用は、

「イ　勤務費用」に計上しております。

 (注)　　　　　　　 同左

 

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 

 
前連結会計年度
(平成19年１月31日)

当連結会計年度
(平成20年１月31日)

イ　退職給付見込額の期間配分

方法

期間定額基準

 

期間定額基準

 

ロ　割引率 1.8％ 1.8％

ハ　期待運用収益率 2.1％ 2.1％

ニ　過去勤務債務の額の処理年

数

― ―

ホ　数理計算上の差異の処理年

数

10年（発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定率法により、

発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。）

10年（発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定率法により、

発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。）

ヘ　会計基準変更時差異の処理

年数

15年 15年
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

該当事項はありません。

 

 

(税効果会計関係)

 

前連結会計年度

(平成19年１月31日)

当連結会計年度

(平成20年１月31日)
１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因
別内訳

　(1) 流動の部
　　繰延税金資産  
　　　賞与引当金 80百万円
　　　未払事業税及び未払事業所
税

46

　　　たな卸資産 120
　　　繰越欠損金 85
　　　その他 234
　　　　　計 568
　　　評価性引当金 △68
　　　　　差引 500
　
　(2) 固定の部
　　繰延税金資産  
　　　貸倒引当金 1,416百万円
　　　退職給付引当金 1,023
　　　投資有価証券 108
　　　繰越欠損金 9,078
　　　減損損失 803
　　　その他 303
　　　　　計 12,735
　　　評価性引当金 △12,735
　　　　　計 ―
　　繰延税金負債  
　　　その他有価証券評価差額
金

116

　　　　　計 116
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因
別内訳

　(1) 流動の部
　　繰延税金資産  
　　　賞与引当金 60百万円
　　　未払事業税及び未払事業所
税

36

　　　たな卸資産 204
　　　その他 195
　　　　　計 497
　　　評価性引当金 △219
　　　　　差引 278
 　　
　
　(2) 固定の部
　　繰延税金資産  
　　　貸倒引当金 1,040百万円
　　　退職給付引当金 1,044
　　　投資有価証券 186
　　　繰越欠損金 8,880
　　　減損損失 843
　　　その他 697
　　　　　計 12,692
　　　評価性引当金 △12,692
　　　　　計 ―
　　繰延税金負債  
　　　その他有価証券評価差額
金

32

　　　　　計 32
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との差異原因
　　法定実効税率 40.0％
　(調整)  
　　評価性引当額 △42.3
　　未実現利益 △0.3
　　持分法投資損益 0.5
　　住民税均等割 1.5
　　交際費等永久に損金に算入され
ない項

　　目
0.3

　　その他 1.7
　　税効果会計適用後の法人税等の
負担率

1.4

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との差異原因
　　法定実効税率 40.0％
　(調整)  
　　評価性引当額 △4.5
　　未実現利益 △2.3
　　持分法投資損益 △9.2
　　住民税均等割 9.2
　　交際費等永久に損金に算入され
ない項

　　目
2.5

　　その他 0.4
　　税効果会計適用後の法人税等の
負担率

36.1
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日)

 

教育・学
術

事　　　業

(百万円)

店舗事業

(百万円)

出版事
業

(百万円)

店舗内
装

事業及
び

その他
事業

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業

損益
       

売上高        

(1) 外部顧客に対
する

売上高

53,616 36,298 2,807 6,618 99,340 ― 99,340

(2) セグメント間
の内部

売上高又は振
替高

876 403 895 478 2,655 (2,655) ―

計 54,492 36,702 3,702 7,097 101,995 (2,655) 99,340

営業費用 53,048 36,777 3,178 6,465 99,469 (972) 98,497

営業利益又は

営業損失（△）
1,444 △74 524 631 2,525 (1,682) 843

Ⅱ　資産、減価償却
費及び
資本的支出

   
 

   

資産 19,290 13,824 3,633 4,504 41,252 9,613 50,866

減価償却費 61 275 2 108 448 14 462

減損損失 ― 915 ― 18 933 ― 933

資本的支出 75 436 0 48 560 60 621

(注) １　事業区分は、顧客、販売方法の類似性に基づき区分しております。

　　 ２　各事業の主な事業内容

　　　（1）教育・学術事業・・・・・・・・・教育に関わる様々なコンテンツやツールの提供等

　　　（2）店舗事業・・・・・・・・・・・・店舗による知的・文化的ライフスタイル充実のための書籍、文具

の販売等
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　　　（3）出版事業・・・・・・・・・・・・学術専門書を中心とした書籍の出版等

　　（4）店舗内装事業及びその他事業・・・店舗設備の設計施工及び不動産賃貸業等

 

３　「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。

 
当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含め
た配賦不能営業費用の金額

1,703 提出会社の総務・人事・経理部門等の管理部門
に係る費用

消去又は全社の項目に含め
た全社資産の金額

10,881
提出会社での余資運用資金（現金及び有価証
券）、長期投資資金（投資有価証券）、繰延税金
資産及び管理部門に係る資産等
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当連結会計年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

 

教育・学
術

事　　　業

(百万円)

店舗事業

(百万円)

出版事
業

(百万円)

店舗内
装

事業及
び

その他
事業

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営

業損益
       

売上高        

(1) 外部顧客に
対する

売上高

55,765 37,404 2,464 6,894 102,529 ― 102,529

(2) セグメント
間の内部

売上高又は
振替高

1,002 280 714 454 2,451 (2,451) ―

計 56,767 37,684 3,178 7,349 104,980 (2,451) 102,529

営業費用 55,347 37,662 3,046 6,661 102,718 (491) 102,226

営業利益 1,420 22 131 687 2,262 (1,959) 302

Ⅱ　資産、減価償却
費及び
資本的支出

       

資産 18,624 14,244 3,151 4,398 40,418 10,542 50,960

減価償却費 70 274 4 87 437 31 469

減損損失 ― 358 ― ― 358 ― 358

資本的支出 248 388 2 26 665 207 873

(注) １　事業区分は、顧客、販売方法の類似性に基づき区分しております。

　　 ２　各事業の主な事業内容

　　　（1）教育・学術事業・・・・・・・・・教育に関わる様々なコンテンツやツールの提供等

　　　（2）店舗事業・・・・・・・・・・・・店舗による知的・文化的ライフスタイル充実のための書籍、文具

の販売等

　　　（3）出版事業・・・・・・・・・・・・学術専門書を中心とした書籍の出版等

　　（4）店舗内装事業及びその他事業・・・店舗設備の設計施工及び不動産賃貸業等
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３　「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。

 
当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含め
た配賦不能営業費用の金額

2,015 提出会社の総務・人事・経理部門等の管理部門
に係る費用

消去又は全社の項目に含め
た全社資産の金額

11,710
提出会社での余資運用資金（現金及び有価証
券）、長期投資資金（投資有価証券）、繰延税金
資産及び管理部門に係る資産等

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度ともに、連結会社は全て本国内所在のため、記載
事項はありません。

 

【海外売上高】

前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高は連結売上高の10％未満の
ため、その記載を省略しております。

 

 

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

（1）子会社等

属　性
会社等
の名称

住　所

資 本金
又は出
資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内　容

取引金額
(百万円)

科　目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会
社

㈱ビー・
オー・エ
ム

神奈川
県相模
原市

80

店舗設
計施工
及び什
器販売
等

直接所有
40.0 ― 製品の

販売
製品の
販売

2,935 売掛金 519

(注) １　上記の取引金額には、消費税等は含まれておりません。

２　取引条件については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しており
ます。
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 (企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)

１株当たり純資産額 　△７円66銭 １株当たり純資産額 △７円45銭

１株当たり当期純利益 　46円01銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
27円28銭

１株当たり当期純利益 １円81銭

　　なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益については、希薄化効果を有して
いる潜在株式が存在していないため記
載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
連結損益計算書上の当期純利益
（百万円）

4,967 530

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,967 194

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
（百万円）

  

優先株式（累積型配当優先株式）に係
る優先配当額

  

第１回Ａ種優先株式 ― 55
第１回Ｂ種優先株式 ― 55
第１回Ｃ種優先株式 ― 55
第１回Ｄ種優先株式 ― 55
第１回Ｆ種優先株式 ― 37
第１回Ｇ種優先株式 ― 37
第１回Ｈ種優先株式 ― 37

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 335

普通株式の期中平均株式数（千株） 107,950 107,922

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた普通株式増加
数の主要な内訳（千株）

  

第１回Ａ種優先株式 11,120 ―
第１回Ｂ種優先株式 11,120 ―
第１回Ｃ種優先株式 11,120 ―
第１回Ｄ種優先株式 11,120 ―
第１回Ｅ種優先株式 7,410 ―
第１回Ｆ種優先株式 7,410 ―
第１回Ｇ種優先株式 7,410 ―
第１回Ｈ種優先株式 7,410 ―

普通株式増加数（千株） 74,120 ―
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希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

 第１回Ａ種優先株式 11,120株
――――― 第１回Ｂ種優先株式 11,120株

 第１回Ｃ種優先株式 11,120株
 第１回Ｄ種優先株式 11,120株
 第１回Ｆ種優先株式　7,410株
 第１回Ｇ種優先株式　7,410株
 第１回Ｈ種優先株式　7,410株
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(重要な後発事象)

 

前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
――――― （自己株式の取得及び消却について）

 　当社は、平成20年３月21日開催の取締役会
において、大和証券エスエムビーシープリ
ンシパル・インベストメンツ㈱より、同社
の保有する当社優先株式（第１回Ｆ・Ｇ・
Ｈ種優先株式）を取得し、その後これを会
社法第178条に基づき消却することを決議
いたしました。

 １．自己株式の取得及び消却の概要
 　当社は、当社の発行済みの第１回Ｆ種優

先株式、第１回Ｇ種優先株式及び第１回Ｈ
種優先株式を保有する大和証券エスエム
ビーシープリンシパル・インベストメン
ツ㈱との間で、「株式譲渡契約書」を締結
し、当該優先株式についてこれを一括して
同社より取得することを決議いたしまし
た。当社では本年５月13日にこれを取得す
ると同時に、当該株式の全てを会社法第
178条に基づき消却する予定であります。

 　なお、当該優先株式の取得は、会社法第
156条１項等の規定により、平成20年４月
25日開催の定時株主総会に上程し、特別決
議として承認されました。

 ２．自己株式の取得を行う理由
 　当該優先株式の取得及び消却により、将

来における優先配当負担を軽減し、当社の
財務基盤の安定化を図るものであります。

 ３．取得に係る事項の内容
 （1）
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 ①取得対象株式の種
類

第１回Ｆ種優先株式

②取得しうる株式の
総数

7,410株

③総議決権に対する
当該株式の議決権
の割合

4.26％

④取得日 平成20年５月13日
（予定）

⑤相手方 大和証券エスエム
ビーシープリンシパ
ル・インベストメン
ツ㈱

⑥当初発行日 平成17年８月４日
⑦当初発行価額

（一株あたり）

135,000円
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前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
 （2）

 

①取得対象株式の種
類

第１回Ｇ種優先株式

②取得しうる株式の
総数

7,410株

③総議決権に対する
当該株式の議決権
の割合

4.26％

④取得日 平成20年５月13日
（予定）

⑤相手方 大和証券エスエム
ビーシープリンシパ
ル・インベストメン
ツ㈱

⑥当初発行日 平成17年８月４日
⑦当初発行価額

（一株あたり）

135,000円

　
 （3）
 ①取得対象株式の種

類
第１回Ｈ種優先株式

②取得しうる株式の
総数

7,410株

③総議決権に対する
当該株式の議決権
の割合

4.26％

④取得日 平成20年５月13日
（予定）

⑤相手方 大和証券エスエム
ビーシープリンシパ
ル・インベストメン
ツ㈱

⑥当初発行日 平成17年８月４日
⑦当初発行価額

（一株あたり）

135,000円

　
 （1）から（3）に係る株式の取得価額の

総額
一括買入　　総額3,275百万円

 ４．取得に係る資金調達について
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 　当該優先株式の取得原資については、大
日本印刷㈱を引受人とする第三者割当増
資により資金調達いたします。なお、詳細
に関しては、後記の「第三者割当増資につ
いて」に記載しております。
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前連結会計年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
――――― （第三者割当増資について）

 　当社は、平成20年４月15日開催の取締役会
において、その他の関係会社である大日本
印刷㈱を引受人とする第三者割当増資によ
る新株発行を決議し、同日、同社との間で、
「増資引き受けに関する契約」を締結いた
しました。当該新株発行の概要は以下のと
おりであります。

 （1）募集の方法：第三者割当増資
 （2）株式の種類：普通株式
 （3）株式の数：29,241,000株
 （4）株式の発行価額：１株につき112円
 （5）株式の発行総額：3,274,992,000円
 （6）資本組入額：1,637,496,000円
 （7）新株発行のスケジュール：
 　　　 払込期日　平成20年５月13日
 （8）資金の使途：自己株式の取得
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 18,670 19,500 1.646 ―

１年以内に返済予定の長期借入

金
― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予
定のものを除く)

― ― ― ―

合計 18,670 19,500 ― ―

(注) 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

127/182



２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

 

  
前事業年度

(平成19年１月31日)
当事業年度

(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

　　現金及び預金   7,258   8,225  

　　受取手形 (注1)  358   177  

　　売掛金 (注1)  14,233   14,024  

　　商品・製品   16,047   16,576  

　　原材料   6   4  

　　仕掛品   1,101   393  

　　貯蔵品   3   7  

　　前渡金   101   87  

　　前払費用   272   302  

　　繰延税金資産   500   278  

　　その他   259   288  

　　貸倒引当金   △41   △95  

流動資産合計   40,10156.1  40,26956.5

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産 (注3)       

　　建物  5,574   5,723   

減価償却累計額  3,539 2,035  3,796 1,927  

　　構築物  140   146   

減価償却累計額  107 32  115 31  

　　機械及び装置  7   7   

減価償却累計額  7 0  7 0  

　　工具器具及び備品  489   475   

減価償却累計額  319 170  315 160  

　　土地   1,185   1,182  

有形固定資産合計   3,423 4.8  3,302 4.6

２　無形固定資産        

　　借地権   128   128  

　　ソフトウェア   247   632  

無形固定資産合計   375 0.5  761 1.1
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前事業年度

(平成19年１月31日)
当事業年度

(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

３　投資その他の資産        

　　投資有価証券   567   324  

　　関係会社株式   1,317   1,317  

　　出資金   122   122  

　　関係会社長期未収入金   1,701   1,701  

　　長期貸付金   11   ―  

　　関係会社長期貸付金   19,752   19,522  

　　破産・更生債権等   152   263  

　　長期前払費用   25   25  

　　敷金及び保証金   4,051   3,888  

　　その他   123   103  

　　貸倒引当金   △232   △327  

投資その他の資産合計   27,59338.6  26,94137.8

固定資産合計   31,39243.9  31,00443.5

資産合計   71,494100.0  71,274100.0
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前事業年度

(平成19年１月31日)
当事業年度

(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

　　支払手形   4,556   4,327  

　　買掛金   10,669   11,409  

　　短期借入金 (注3)  18,670   19,500  

　　未払金   1,201   1,111  

　　未払費用   48   81  

　　未払法人税等   141   116  

　　未払消費税等   141   262  

　　前受金   806   626  

　　預り金   658   637  

　　賞与引当金   189   139  

　　返品調整引当金   143   104  

　　ポイントカード引当金   264   228  

　　その他   25   41  

流動負債合計   37,51652.5  38,58654.1

Ⅱ　固定負債        

　　繰延税金負債   116   32  

　　退職給付引当金   2,493   2,561  

　　投資等損失引当金   20,200   20,233  

　　長期預り保証金   320   219  

　　リース資産減損勘定   156   253  

　　その他   531   264  

固定負債合計   23,81833.3  23,56433.1

負債合計   61,33585.8  62,15087.2

 

 

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

130/182



 

  
前事業年度

(平成19年１月31日)
当事業年度

(平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   2,000 2.8  2,000 2.8

２　資本剰余金        

(1)資本準備金   500   500  

(2)その他資本剰余金   3,634   2,592  

資本剰余金合計   4,134 5.8  3,092 4.3

３　利益剰余金        

　その他利益剰余金        

　繰越利益剰余金   3,905   4,044  

利益剰余金合計   3,905 5.5  4,044 5.7

４　自己株式   △55 △0.1  △60 △0.1

株主資本合計   9,98314.0  9,07512.7

Ⅱ　評価・換算差額等        

　　その他有価証券評価
　　差額金

  174 0.2  49 0.1

評価・換算差額等合計   174 0.2  49 0.1

純資産合計   10,15814.2  9,12412.8

負債純資産合計   71,494100.0  71,274100.0
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② 【損益計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日)

当事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   98,011100.0  101,449100.0

Ⅱ　売上原価        

　　商品・製品期首たな卸高  14,995   16,047   

　　当期商品仕入高  65,253   65,624   

　　当期製品製造原価  12,136   14,042   

合計  92,385   95,714   

　　他勘定振替高  341   55   

　　商品・製品期末たな卸高  16,047 75,99577.5 16,576 79,08277.9

　返品調整引当金繰入額   13   △39  

売上総利益   22,00222.5  22,40622.1

Ⅲ　建物賃貸収入   135 0.1  166 0.2

営業総利益   22,13822.6  22,57322.3

Ⅳ　販売費及び一般管理費        

　　広告宣伝費  555   479   

　　ポイントカード引当金
繰入額

 55   ―   

　　運搬費  799   817   

　　販売手数料  563   504   

　　賃借料  4,566   4,972   

　　貸倒引当金繰入額  5   190   

　　給料及び手当  8,010   8,267   

　　賞与引当金繰入額  184   136   

　　福利厚生費  1,670   1,732   

　　退職給付引当金繰入額  662   615   

　　設備維持費  1,814   1,900   

　　租税公課  199   265   

　　減価償却費  380   406   

　　その他  1,948 21,41621.9 2,160 22,44922.2

営業利益   722 0.7  123 0.1

Ⅴ　営業外収益        

　　受取利息 (注1) 31   27   

　　受取配当金 (注1) 12   9   

　　為替差益  6   363   

　　その他  62 114 0.1 109 510 0.5
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前事業年度

(自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日)

当事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　営業外費用        

　　支払利息  316   311   

　　デリバティブ評価損  ―   54   

　　不動産賃借料  ―   69   

　　その他  104 421 0.4 83 518 0.5

経常利益   415 0.4  115 0.1

Ⅶ　特別利益        

　　固定資産売却益 (注2) 9   7   

　　投資有価証券売却益 (注3) 5,332   4   

　　投資等損失引当金戻入額  511   ―   

　　事業譲渡益  94   ―   

プリンストン債訴訟
和解金

(注4) ―   841   

ポイントカード
引当金戻入

 ―   8   

　　その他  30 5,9786.1 0 862 0.8

Ⅷ　特別損失        

　　固定資産除却損 (注5) 29   13   

　　投資有価証券評価損  ―   3   

　　投資等損失引当金繰入額  76   33   

　　過年度ポイントカード
引当金繰入額

 208   ―   

　　減損損失 (注6) 915   345   

　　店舗譲渡損  187   ―   

　　店舗撤退損  ―   144   

　　その他 (注7) 1 1,4191.4 ― 540 0.5

税引前当期純利益   4,9745.1  437 0.4

法人税、住民税
及び事業税

 67   76   

法人税等調整額  ― 67 0.1 222 298 0.3

当期純利益   4,9065.0  139 0.1
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製造原価明細書

 

  
前事業年度

(自　平成18年２月１日
至　平成19年１月31日)

当事業年度
(自　平成19年２月１日
至　平成20年１月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費  65  0.5 56  0.4

Ⅱ　労務費  199  1.7 179  1.4

Ⅲ　経費 (注2) 11,436  97.8 13,099  98.2

当期総製造費用   11,701100.0  13,335100.0

期首仕掛品たな卸高   1,567   1,101  

他勘定振替高   △30   ―  

合計   13,238   14,436  

期末仕掛品たな卸高   1,101   393  

当期製品製造原価 (注1)  12,136   14,042  

(注)

前事業年度  当事業年度

１　原価計算の方法は、個別原価計算によって

おります。

 １　　　　　　　　　同左

２　経費のうち主なものには、外注加工費

11,139

　　百万円があります。

 ２　経費のうち主なものには、外注加工費

12,831

　　百万円があります。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式

株主資本

合計資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益

剰余金

平成18年１月31日残高(百万円) 5,503 5,003 10,139 15,142 △15,512 △15,512 △51 5,081

事業年度中の変動額         

　資本金からその他資本剰余金

へ振替

△3,503  3,503 3,503    ―

　資本準備金からその他資本剰余
金、繰越利益剰余金へ振替

 △4,503 131 △4,371 4,371 4,371  ―

　その他資本剰余金から繰越利益
剰余金へ振替

  △10,139 △10,139 10,139 10,139  ―

　当期純利益     4,906 4,906  4,906

　自己株式の取得       △4 △4

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)

       ―

事業年度中の変動額合計(百万円) △3,503 △4,503 △6,504 △11,007 19,417 19,417 △4 4,902

平成19年１月31日残高(百万円) 2,000 500 3,634 4,134 3,905 3,905 △55 9,983

 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年１月31日残高(百万円) 216 216 5,298

事業年度中の変動額    

　資本金からその他資本剰余金

へ振替

  ―

　資本準備金からその他資本剰余金、繰越利益剰
余金へ振替

  ―

　その他資本剰余金から繰越利益剰余金へ振替   ―

　当期純利益   4,906

　自己株式の取得   △4

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)

△41 △41 △41

事業年度中の変動額合計(百万円) △41 △41 4,860

平成19年１月31日残高(百万円) 174 174 10,158
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当事業年度(自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式

株主資本

合計資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益

剰余金

平成19年１月31日残高(百万円) 2,000 500 3,634 4,134 3,905 3,905 △55 9,983

事業年度中の変動額         

　資本金からその他資本剰余金

へ振替

       ―

　資本準備金からその他資本剰余
金、繰越利益剰余金へ振替

       ―

　その他資本剰余金から繰越利益
剰余金へ振替

       ―

　当期純利益     139 139  139

　自己株式の取得       △1,047 △1,047

　自己株式の処分   △1,042 △1,042   1,042 ―

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)

       ―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △1,042 △1,042 139 139 △5 △908

平成20年１月31日残高(百万円) 2,000 500 2,592 3,092 4,044 4,044 △60 9,075

 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年１月31日残高(百万円) 174 174 10,158

事業年度中の変動額    

　資本金からその他資本剰余金

へ振替

  ―

　資本準備金からその他資本剰余金、繰越利益剰
余金へ振替

  ―

　その他資本剰余金から繰越利益剰余金へ振替   ―

　当期純利益   139

　自己株式の取得   △1,047

　自己株式の処分   ―

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)

△125 △125 △125

事業年度中の変動額合計(百万円) △125 △125 △1,033

平成20年１月31日残高(百万円) 49 49 9,124

 

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

136/182



重要な会計方針

項目

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
１　有価証券の評価基
準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会
社株式
　　移動平均法による原価法
を採用しております。

(1) 子会社株式及び関連会
社株式

同左

 (2) その他有価証券
　時価のあるもの
　　決算日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動
平均法により算出）を採
用しております。

(2) その他有価証券
　時価のあるもの

同左

 　時価のないもの
　　移動平均法による原価法
を採用しております。
　　なお、投資事業有限責任
組合及びそれに類する組
合への出資（証券取引法
第２条第２項により有価
証券とみなされるもの）
については、組合契約に
規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし持分相
当額を純額で取り込む方
法によっております。

　時価のないもの
　　移動平均法による原価法
を採用しております。
　　なお、投資事業有限責任
組合及びそれに類する組
合への出資（金融商品取
引法第２条第２項により
有価証券とみなされるも
の）については、組合契
約に規定される決算報告
日に応じて入手可能な最
近の決算書を基礎とし持
分相当額を純額で取り込
む方法によっておりま
す。

２　デリバティブ等の
評価基準及び評価
方法

デリバティブ
　　時価法を採用しておりま
す。

デリバティブ
同左

３　たな卸資産の評価
基準及び評価方法

(1) 商品・製品
　　売価還元法、最終仕入原
価法及び個別法による原
価法を採用しておりま
す。

(1) 商品・製品
同左

 

 (2) 原材料
　　最終仕入原価法による原
価法を採用しておりま
す。

(2) 原材料
同左

 (3) 仕掛品
　　個別法による原価法を採
用しております。

(3) 仕掛品
同左

 (4) 貯蔵品
　　最終仕入原価法による原
価法を採用しておりま
す。

(4) 貯蔵品
同左
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項目

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
４　固定資産の減価
償却の方法

(1) 有形固定資産
　　定率法（但し、平成10年
４月１日以降取得した建
物（建物附属設備を除
く）については定額法）
を採用しております。な
お、主な耐用年数は以下の
とおりであります。
建物 ２年～50

年
構築物 10年～30

年
工具器具及び
備品

２年～20
年

(1) 有形固定資産
　　定率法（但し、平成10年
４月１日以降取得した建
物（建物附属設備を　　除
く）については定額法）
を採用しております。
　主要な耐用年数は以下の
とおりであります。
建物 ２年～50

年
構築物 10年～30

年
工具器具及び
備品

２年～20
年

  （会計方針の変更）
　　当事業年度から法人税法
の改正（（所得税法等の
一部を改正する法律　平成
19年３月30日　法律第６
号）及び（法人税法施行
令の一部を改正する政令　
平成19年３月30日　政令第
83号））に伴い、平成19年
４月１日以降に取得した
ものについては、改正後の
法人税法に規定する償却
方法により減価償却費を
計上しております。
　　これによる損益に与える
影響額は軽微であります。

 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産
 　①自社利用のソフトウェ

ア
　　社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額
法によっております。

　①自社利用のソフトウェ
ア

同左

 　②その他
　　定額法を採用しておりま
す。

　②その他
同左

 (3) 長期前払費用
　　定額法を採用しておりま
す。

(3) 長期前払費用
同左

５　外貨建の資産及
び負債の本邦通
貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期
末日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しておりま
す。

 

同左
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６　引当金の計上基
準

(1) 貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しており
ます。

(1) 貸倒引当金
同左
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項目

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に充
当するため、支給見込額基
準により計上しておりま
す。

(2) 賞与引当金
同左

 (3) 返品調整引当金
　　出版物の返品による損失
に備えるため、返品実績率
に基づき計上しておりま
す。

(3) 返品調整引当金
同左

 (4) ポイントカード引当金
　　ポイントカード会員に対
して発行するお買物券の
使用に備えるため、当事業
年度末時点のポイント及
びお買物券のうち、将来使
用されると見込まれる額
を計上しております。

(4) ポイントカード引当金
　　ポイントカード会員に対
して発行するお買物券の
使用に備えるため、当事業
年度末時点のポイント及
びお買物券のうち、将来使
用されると見込まれる額
を計上しております。

 （追加情報）
　　当社は、従来、売上時に加
算されるポイントに応じ
て発行されるお買物券に
ついて、使用された時点で
費用処理しておりました
が、ポイントカードの管理
システムが当事業年度末
に確立されたことによっ
て、合理的に算定が可能に
なった将来使用されると
見込まれるポイント及び
お買物券に対して費用計
上する方法に変更いたし
ました。
この結果、従来の方法に
よった場合と比較して、営
業利益、経常利益はそれぞ
れ55百万円減少し、税引前
当期純利益は264百万円減
少しております。
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 (5) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき
計上しております。
　　なお、会計基準変更時差異
については、15年による按
分額を費用処理しており
ます。
　　数理計算上の差異は、各事
業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(10年)
による定率法によりそれ
ぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理することとし
ております。

(5) 退職給付引当金
同左

 (6) 投資等損失引当金
　　関係会社等への投資等に
対する損失に備えるため、
その資産内容等を検討し
て必要額を計上しており
ます。

(6) 投資等損失引当金
同左
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項目

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
７　リース取引の処理
方法

　リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
おります。

同左

８　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジを採用してお
ります。

(1) ヘッジ会計の方法
同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対
象
　ヘッジ手段
為替予約

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象
　ヘッジ手段

同左
 　ヘッジ対象

外貨建買掛金及び外貨
建予定取引

　ヘッジ対象
同左

 (3) ヘッジ方針
　　外貨建債務に係る為替変
動リスクに対してヘッジを

しております。

(3) ヘッジ方針
同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方
法
　　ヘッジ手段の契約額等と
ヘッジ対象に関する重要
な条件が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後
も継続して、相場変動を
完全に相殺するものと想
定することができるた
め、これをもってヘッジ
の有効性判断に代えてお
ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方
法

同左

９　その他財務諸表作
成のための基本と
なる重要な事項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の
会計処理は、税抜方式に
よっております。

消費税等の会計処理
同左
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会計方針の変更

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
（貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準）
　当事業年度から「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準」（企業会計
基準委員会　平成17年12月９日　企業会計
基準第５号）及び「貸借対照表の純資産
の部の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会　平成17年12月
９日　企業会計基準適用指針第８号）を適
用しております。これによる損益に与える
影響はありません。なお、従来の資本の部
の合計に相当する金額は、10,158百万円で
あります。

―――――

 

 

表示方針の変更

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
 

―――――
（損益計算書）
１　前事業年度において「デリバティブ評
価益」は営業外収益「その他」に含め
て表示しておりましたが、当事業年度に
おいては「デリバティブ評価損」が計
上され、重要性が増加したため、区分掲
記いたしました。
　　なお、前事業年度における「デリバティ
ブ評価益」の金額は３百万円でありま
す。

――――― ２　前事業年度まで特別損失「その他」に
含めて表示しておりました「店舗撤退
損」は、重要性が増加したため、区分掲
記いたしました。
　　なお、前事業年度における「店舗撤退
損」の金額は１百万円であります。
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　注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度

(平成19年１月31日)

当事業年度

(平成20年１月31日)
１　関係会社に係る注記
　　区分掲記されたもの以外で各科目に含
まれている関係会社に対するものは次
のとおりであります。
受取手形・売掛金 315百万円

１　関係会社に係る注記
　　区分掲記されたもの以外で各科目に含
まれている関係会社に対するものは次
のとおりであります。
受取手形・売掛金 529百万円

２　偶発債務
　(1) 保証債務
 

京セラ丸善システ
ム
インテグレーショ
ン㈱

83百万円

㈱栄松堂書店 15
計 99

２　偶発債務
　(1) 保証債務
 

京セラ丸善システ
ム
インテグレーショ
ン㈱

57百万円

㈱栄松堂書店 8
計 65

　(2) 保証予約等
　　銀行借入に対する保証
丸善ソフィック㈱ 6百万円
建物賃貸に対する保証予約等
㈱丸善トライコム 8
計 14

　(2) 保証予約等
　　建物賃貸に対する保証予約等
㈱丸善トライコム 7百万円

３　シンジケートローン契約
　　当事業年度末におけるシンジケート
ローン契約に係る借入金未実行残高等
は次のとおりであります。
シンジケートローンの総
額

22,500百万円

借入実行残高 18,670
差引額 3,830
　　なお、シンジケートローンの総額に対
して以下の資産を担保に供しておりま
す。
建物 777百万円
構築物 6
土地 1,185
計 1,969
　　上記のほか、シンジケートローンの総
額に対して以下の子会社の有形固定資
産を担保に供しております。
　　（㈱第一鋼鉄工業所）
建物 509百万円
構築物 8
土地 159
計 677

３　コミットメントライン契約
　　当事業年度末におけるコミットメント
ライン契約に係る借入金未実行残高等
は次のとおりであります。
コミットメントラインの
総額

22,500百万円

借入実行残高 19,500
差引額 3,000
　　なお、コミットメントラインの総額に
対して以下の資産を担保に供しており
ます。
建物 731百万円
構築物 6
土地 1,182
計 1,920
　　上記のほか、コミットメントラインの
総額に対して以下の子会社の有形固定
資産を担保に供しております。
　　（㈱第一鋼鉄工業所）
建物 478百万円
構築物 7
土地 159
計 645

 

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

144/182



(損益計算書関係)

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
１　各科目に含まれている関係会社に対
するものは以下のとおりであります。
受取利息及び受取配当金 19百万円

１　各科目に含まれている関係会社に対
するものは以下のとおりであります。
受取利息及び受取配当金 25百万円

２　固定資産売却益の内容
六甲山の家 5百万円
茨城千現ビル 4
計 9

２　固定資産売却益の内容
市原貸家 7百万円

３　投資有価証券売却益
　　　投資有価証券売却益には、匿名組合出資金の当社持
分を第三者に譲渡したことによる5,325百万円が
含まれております。

３　　　　　　　　　―――――

４　　　　　　　　　――――― ４　プリンストン債訴訟和解金　　　　　　 841
百万円
　　当社が保有しておりましたプリンスト
ン債が償還不　
　能になったことに係る係争において和
解が成立したこ　
　とによる収入であります。

５　固定資産除却損の内容
建物 27百万円
工具器具及び備品他 2
計 29

５　固定資産除却損の内容
建物 11百万円
工具器具及び備品他 2
ソフトウェア 0
計 13
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前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
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６　減損損失
　　当事業年度において、当社は減損損失を計上して
おります。主なものは以下のとおりであります。
場所 用途 種類 減損損失

岡山シンフォ
ニービル店
(岡山県岡山市)

店舗
建物及び
土地等

573百万円

大阪心斎橋そ
ごう店
(大阪府大阪市)

店舗建物等 137

札幌アリオ店
(北海道札幌市)

店舗建物等 130

日本橋店
ＷＥＳＴ館
(東京都中央区)

店舗建物等 49

　　当社は、他の資産又は資産グループのキャッシュ
・フローからおおむね独立したキャッシュ・フ
ローを生み出す最小の単位として、所有又は賃貸
している各ビル・店舗等を基準とした物件所在
地ごとに資産のグルーピングを行っております。
　　当事業年度においては、帳簿価額に対し、著しく
時価が下落している資産・営業活動から生じる
損益が継続的にマイナス等である資産について
減損の兆候を認識し、減損対象となった資産は、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額
（915百万円）を特別損失に計上いたしました。
その内訳は、建物495百万円、構築物１百万円、工
具器具及び備品６百万円、土地268百万円、リース
資産141百万円であります。
　　なお、当資産グループの回収可能額の算定に関し
ては、正味売却価額により測定している場合、土
地及び建物については、不動産鑑定評価基準に基
づいた評価額及び路線価等により算定し、使用価
値により測定している場合、将来キャッシュ・フ
ローを５％で割引いて算定しております。

６　減損損失
　　当事業年度において、当社は
減損損失を計上しておりま
す。主なものは以下のとおり
であります。

場所 用途種類
減損損
失

日本橋店

(東京都中
央区)

店舗建物等
3 1 6百
万円

町田モ
ディ店

(東京都町
田市)

店舗建物等  25

　　当社グループは、他の資産又
は資産グループのキャッシュ
・フローからおおむね独立し
たキャッシュ・フローを生み
出す最小の単位として、所有
又は賃借している各ビル・店
舗等を基準とした物件所在地
ごとに資産のグルーピングを
行っております。

　　当事業年度においては、帳簿
価額に対し、著しく時価が下
落している資産・営業活動か
ら生じる損益が継続的にマイ
ナス等である資産について減
損の兆候を認識し、減損対象
となった資産は、帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当
該減少額（345百万円）を特
別損失に計上いたしました。
その内訳は、建物152百万円、
構築物４百万円、工具器具及
び備品１百万円、リース資産
186百万円であります。

　　なお、当資産グループの回収
可能価額の算定に関しては、
正味売却価額により測定して
いる場合、土地及び建物につ
いては、不動産鑑定士による
不動産鑑定評価基準に基づい
た評価額及び路線価等により
算定し、使用価値により測定
している場合、将来キャッ
シュ・フローを４％で割引い
て算定しております。

７　特別損失その他の内容
店舗撤退損 1百万円

７　　　　　　　　―――――
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 202,542 22,034 ― 224,576

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　22,034株

　　

当事業年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 224,576 29,589 ― 254,165

第１回Ｅ種優

先株式
― 7,410 7,410 ―

合計 224,576 36,999 7,410 254,165

(注) １　普通株式の株式数の増加29,589株は、単元未満株式の買取によるものでありま
す。

２　第１回Ｅ種優先株式の増加7,410株及び減少7,410株は、平成19年５月31日に
当社定款に定める取得条項に基づき第１回Ｅ種優先株式7,410株を取得し同
日に会社法第178条に基づきすべて消却したものであります。
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(リース取引関係)

 

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
１　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナンス
・リース取引（借手側）
リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額、減損損失累計額相当
額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナンス
・リース取引（借手側）
リース物件の取得価額相当額、減価償却
累計額相当額、減損損失累計額相当額及
び期末残高相当額

 

取得価
額

相当額

(百万
円)

減価
償却

累計
額

相当
額

(百万
円)

減損
損失
累計
額

相当
額

(百万
円)

期末残
高

相当額

(百万
円)

工具器具
及び備品

1,896 639 156 1,101

ソフト

ウェア
84 51 ― 32

合計 1,980 690 156 1,133

 

取得価
額

相当額

(百万
円)

減価償
却

累計額

相当額

(百万
円)

減損
損失
累計
額

相当
額

(百万
円)

期末残
高

相当額

(百万
円)

工具器具
及び備品

2,338 996 253 1,089

ソフト

ウェア
335 89 ― 246

合計 2,674 1,086 253 1,335

　(2) 未経過リース料期末残高相当額及び
リース資産減損勘定期末残高

　　　未経過リース料期末残高相当額
１年内 337百万円
１年超 976
合計 1,314
リース資産減損勘定
期末残高

156百万円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額及び
リース資産減損勘定期末残高

　　　未経過リース料期末残高相当額
１年内 423百万円
１年超 1,192
合計 1,616
リース資産減損勘定
期末残高

253百万円

　(3) 支払リース料、リース資産減損勘定
の取崩額、減価償却費相当額、支払
利息相当額及び減損損失
支払リース料 363百万円
リース資産減損勘定の
取崩額

99

減価償却費相当額 336
支払利息相当額 33
減損損失 141

　(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の
取崩額、減価償却費相当額、支払利息
相当額及び減損損失
支払リース料 458百万円
リース資産減損勘定の
取崩額

90

減価償却費相当額 422
支払利息相当額 45
減損損失 186
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　(4) 減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

　(5) 利息相当額の算定方法
　　リース料総額とリース物件の取得価額
相当額の差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法に
よっております。

　(5) 利息相当額の算定方法
同左

２　オペレーティング・リース取引（借
手側）
　　　未経過リース料

１年内 1,688百万円
１年超 14,688
合計 16,376

２　オペレーティング・リース取引（借
手側）
　　　未経過リース料

１年内 1,563百万円
１年超 13,112
合計 14,675

 

(有価証券関係)

前事業年度、当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

 
前事業年度

(平成19年１月31日)

当事業年度

(平成20年１月31日)
１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主
な原因別内訳

　(1) 流動の部
　　繰延税金資産  
　　　たな卸資産 110百万円
　　　賞与引当金 75
　　　ポイントカード引当金 105
　　　繰越欠損金 32
　　　その他 175
　　繰延税金資産合計 500
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の主
な原因別内訳

　(1) 流動の部
　　繰延税金資産  
　　　たな卸資産 204百万円
　　　賞与引当金 55
　　　ポイントカード引当金 91
　　　その他 137
　　　　計 489
　　評価性引当金 △211
　　繰延税金資産合計 278
 

　(2) 固定の部
　　繰延税金資産  
　　　繰越欠損金 2,049百万円
　　　投資等損失引当金 8,080
　　　退職給付引当金 997
　　　投資有価証券 108
　　　減損損失 745
　　　その他 292
　　　　計 12,274
　　　評価性引当金 △12,274
　　　繰延税金資産合計 ―
　　繰延税金負債  
　　　その他有価証券評価
差額金

116

　　　繰延税金負債合計 116
　　繰延税金負債の純額 116
　

　(2) 固定の部
　　繰延税金資産  
　　　繰越欠損金 1,797百万円
　　　投資等損失引当金 8,093
　　　退職給付引当金 1,024
　　　投資有価証券 110
　　　減損損失 782
　　　その他 280
　　　　計 12,088
　　　評価性引当金 △12,088
　　　繰延税金資産合計 ―
　　繰延税金負債  
　　　その他有価証券評価
差額金

32

　　　繰延税金負債合計 32
　　繰延税金負債の純額 32
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の
法人税等の負担率との差異原因
　　法定実効税率 40.0％
　(調整)  
　　評価性引当額 △40.1
　　住民税均等割 1.5
　　交際費等永久に損金に算入
されない

　　項目
0.3

　　法人税還付金等 △0.2
　　その他 △0.1
　　税効果会計適用後の法人税
等の負担率

1.4

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の
法人税等の負担率との差異原因
　　法定実効税率 40.0％
　(調整)  
　　評価性引当額 5.8
　　住民税均等割 17.2
　　交際費等永久に損金に算入
されない

　　項目
4.6

　　法人税還付金等 0.2
　　その他 0.4
　　税効果会計適用後の法人税
等の負担率

68.2

　

 

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

152/182



 

 

(企業結合等関係)

　前事業年度（自　平成18年２月１日　至　平成19年１月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　当事業年度（自　平成19年２月１日　至　平成20年１月31日）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

153/182



(１株当たり情報)

 

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)

１株当たり純資産額 １円41銭 １株当たり純資産額 △２円01銭

１株当たり当期純利益 45円45銭

潜在株式調整後１株当た
り
当期純利益

26円95銭

１株当たり当期純損失 １円82銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益については、潜在株式は存在する
ものの１株当たり当期純損失であるため
記載しておりません。

（注） １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)

損益計算書上の当期純利益（百万円） 4,906 139

普通株式に係る当期純利益又は
当期純損失（△）（百万円）

4,906 △195

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
（百万円）

  

優先株式（累積型配当優先株式）に係
る優先配当額

  

第１回Ａ種優先株式 ― 55
第１回Ｂ種優先株式 ― 55
第１回Ｃ種優先株式 ― 55
第１回Ｄ種優先株式 ― 55
第１回Ｆ種優先株式 ― 37
第１回Ｇ種優先株式 ― 37
第１回Ｈ種優先株式 ― 37

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 335

普通株式の期中平均株式数（千株） 107,950 107,922

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益の算定に用いられた普通株式増加
数の主要な内訳（千株）

  

第１回Ａ種優先株式 11,120 ―
第１回Ｂ種優先株式 11,120 ―
第１回Ｃ種優先株式 11,120 ―
第１回Ｄ種優先株式 11,120 ―
第１回Ｅ種優先株式 7,410 ―
第１回Ｆ種優先株式 7,410 ―
第１回Ｇ種優先株式 7,410 ―
第１回Ｈ種優先株式 7,410 ―

普通株式増加数（千株） 74,120 ―
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希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

 第１回Ａ種優先株式 11,120株
――――― 第１回Ｂ種優先株式 11,120株

 第１回Ｃ種優先株式 11,120株
 第１回Ｄ種優先株式 11,120株
 第１回Ｆ種優先株式　7,410株
 第１回Ｇ種優先株式　7,410株
 第１回Ｈ種優先株式　7,410株
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(重要な後発事象)

 

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
――――― （自己株式の取得及び消却について）

 　当社は、平成20年３月21日開催の取締役会
において、大和証券エスエムビーシープリ
ンシパル・インベストメンツ㈱より、同社
の保有する当社優先株式（第１回Ｆ・Ｇ・
Ｈ種優先株式）を取得し、その後これを会
社法第178条に基づき消却することを決議
いたしました。

 １．自己株式の取得及び消却の概要
 　当社は、当社の発行済みの第１回Ｆ種優

先株式、第１回Ｇ種優先株式及び第１回Ｈ
種優先株式を保有する大和証券エスエム
ビーシープリンシパル・インベストメン
ツ㈱との間で、「株式譲渡契約書」を締結
し、当該優先株式についてこれを一括して
同社より取得することを決議いたしまし
た。当社では本年５月13日にこれを取得す
ると同時に、当該株式の全てを会社法第
178条に基づき消却する予定であります。

 　なお、当該優先株式の取得は、会社法第
156条１項等の規定により、平成20年４月
25日開催の定時株主総会に上程し、特別決
議として承認されました。

 ２．自己株式の取得を行う理由
 　当該優先株式の取得及び消却により、将

来における優先配当負担を軽減し、当社の
財務基盤の安定化を図るものであります。

 ３．取得に係る事項の内容
 （1）
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 ①取得対象株式の種
類

第１回Ｆ種優先株式

②取得しうる株式の
総数

7,410株

③総議決権に対する
当該株式の議決権
の割合

4.26％

④取得日 平成20年５月13日
（予定）

⑤相手方 大和証券エスエム
ビーシープリンシパ
ル・インベストメン
ツ㈱

⑥当初発行日 平成17年８月４日
⑦当初発行価額

（一株あたり）

135,000円

　

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

157/182



 

前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
 （2）

 

①取得対象株式の種
類

第１回Ｇ種優先株式

②取得しうる株式の
総数

7,410株

③総議決権に対する
当該株式の議決権
の割合

4.26％

④取得日 平成20年５月13日
（予定）

⑤相手方 大和証券エスエム
ビーシープリンシパ
ル・インベストメン
ツ㈱

⑥当初発行日 平成17年８月４日
⑦当初発行価額

（一株あたり）

135,000円

　
 （3）
 ①取得対象株式の種

類
第１回Ｈ種優先株式

②取得しうる株式の
総数

7,410株

③総議決権に対する
当該株式の議決権
の割合

4.26％

④取得日 平成20年５月13日
（予定）

⑤相手方 大和証券エスエム
ビーシープリンシパ
ル・インベストメン
ツ㈱

⑥当初発行日 平成17年８月４日
⑦当初発行価額

（一株あたり）

135,000円

　
 （1）から（3）に係る株式の取得価額の

総額
一括買入　　総額3,275百万円

 ４．取得に係る資金調達について
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 　当該優先株式の取得原資については、大
日本印刷㈱を引受人とする第三者割当増
資により資金調達いたします。なお、詳細
に関しては、後記の「第三者割当増資につ
いて」に記載しております。
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前事業年度

(自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日)

当事業年度

(自　平成19年２月１日

至　平成20年１月31日)
――――― （第三者割当増資について）

 　当社は、平成20年４月15日開催の取締役会
において、その他の関係会社である大日本
印刷㈱を引受人とする第三者割当増資によ
る新株発行を決議し、同日、同社との間で、
「増資引き受けに関する契約」を締結いた
しました。当該新株発行の概要は以下のと
おりであります。

 （1）募集の方法：第三者割当増資
 （2）株式の種類：普通株式
 （3）株式の数：29,241,000株
 （4）株式の発行価額：１株につき112円
 （5）株式の発行総額：3,274,992,000円
 （6）資本組入額：1,637,496,000円
 （7）新株発行のスケジュール：
 　　　 払込期日　平成20年５月13日

 （8）資金の使途：自己株式の取得
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券－その他有価証券)   

日本出版貿易㈱ 700,000 119

ブックオフコーポレーション㈱ 100,000 59

㈱トーハン 219,843 31

㈱ハチバン 70,600 23

㈱ナイス 6,000 20

日本出版販売㈱ 247,000 12

日本橋プラザ㈱ 200 10

㈱世界貿易センタービルディング 10,000 5

㈱東京流通センター 10,000 5

関西国際空港㈱ 100 5

その他30銘柄 56,191 13

計 1,419,934 306

 

 

【その他】

 

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券－その他有価証券)   

投資事業組合への出資（２銘柄） 2 17

証券投資信託の受益証券（１銘柄） 1 1

計 3 18
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【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　建　物 5,574 343
194 
(152)

5,723 3,796 291 1,927

　構築物 140 10
4 
(4)

146 115 7 31

　機械及び装置 7 ― ― 7 7 ― 0

　工具器具及び備品 489 8
22 
(1)

475 315 14 160

　土　地 1,185 ―
2 
(―)

1,182 ― ― 1,182

有形固定資産計 7,397 362
224 
(158)

7,536 4,233 313 3,302

無形固定資産        

　借地権 128 ― ― 128 ― ― 128

　ソフトウェア 428 470 14 884 252 85 632

無形固定資産計 556 470 14 1,013 252 85 761

長期前払費用 44 10 2 51 26 9 25

(注) １　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　建物　　　　　日本橋店　再開店　　　　　　　　　　 271百万円

　　　　ソフトウェア　Knowledge Partner（新BtoBシステム）　143百万円

　　　　　　　　　　　会計システム　　　　　　　　　　　　　91百万円

　　　　　　　　　　　営業支援システム　　　　　　　　　　　69百万円

　　　　　　　　　　　人事システム　　　　　　　　　　　　　62百万円

　　　　　　　　　　　共通顧客情報管理システム　　　　　　　40百万円

２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　　　　建物　　　　　そごう心斎橋店　閉店　　　　　　　　　23百万円

　　　　なお、当期減少額のうち(  )内は内書きで減損損失額の計上額であります。

 

【引当金明細表】

 

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 273 233 41 43 422

賞与引当金 189 139 189 ― 139

返品調整引当金 143 104 ― 143 104

ポイントカード引当金 264 228 26 237 228

投資等損失引当金 20,200 33 ― ― 20,233

(注) １　貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額42百万円、債権回収による戻入額０百万

円であります。

２　返品調整引当金の当期減少額（その他）は、法人税法の規定による洗替額であります。

３　ポイントカード引当金の当期減少額(その他)は、洗替によるものであります。
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４　退職給付引当金については、「退職給付関係の注記」に記載しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

 

区分 金額(百万円)

現金 266

預金の種類  

当座預金 7,533

普通預金 312

その他 113

小計 7,959

合計 8,225

 

②　受取手形

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

㈲井関書店 91

エコール流通グループ㈱ 19

㈱島津製作所 11

㈱モン 7

㈱錢高組 6

その他 40

合計 177

 

(ロ)期日別内訳

 

期日 金額(百万円)

平成20年２月 17

　 〃 　３月 29

　 〃 　４月 46

　 〃 　５月 47

　 〃 　６月以降 37
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合計 177
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③　売掛金

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

学校法人　國學院大學 543

㈱ビー・オー・エム 519

日本出版販売㈱ 308

㈱トーハン 213

学校法人　福山大学 164

その他 12,274

合計 14,024

 

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

 

前期繰越高

(百万円)

 

(Ａ)

当期発生高

(百万円)

 

(Ｂ)

当期回収高

(百万円)

 

(Ｃ)

当期末残高

(百万円)

 

(Ｄ)

回収率(％)

 

(Ｃ)
×
100(Ａ)＋

(Ｂ)

滞留期間(日)

(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

14,233 60,866 61,076 14,024 81.3 85

 

④　商品・製品

 

品名 金額(百万円)

書籍 14,180

文具 2,074

その他 322

合計 16,576

 

⑤　原材料

原材料は出版物等に対するものであります。
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⑥　仕掛品

 

内容 金額(百万円)

未成工事 159

出版物 173

その他 61

合計 393

 

⑦　貯蔵品

従業員の制服として支給するものであります。

 

⑧　関係会社長期貸付金

 

貸付先 金額(百万円)

丸善システムサービス㈱ 10,680

丸善ブックメイツ㈱ 5,560

丸善ソフィック㈱ 1,168

㈱オルモ 886

その他 1,228

合計 19,522

 

⑨　敷金及び保証金

 

区分 金額(百万円)

三菱地所㈱ 615

東急不動産㈱ 389

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 319

東京建物㈱ 186

横浜新都市センター㈱ 177

その他 2,200

合計 3,888

 

EDINET提出書類

丸善株式会社(E03016)

有価証券報告書

167/182



⑩　支払手形

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

㈱エムディーエス 438

㈱エイムクリエイツ 346

㈱日東商会 206

金剛㈱ 161

㈱サンライズ貿易 146

その他 3,026

合計 4,327

 

(ロ)期日別内訳

 

期日 金額(百万円)

平成20年２月 1,214

　 〃 　３月 1,190

　 〃 　４月 1,272

　 〃 　５月 647

　 〃 　６月以降 1

合計 4,327

 

⑪　買掛金

 

相手先 金額(百万円)

㈱トーハン 2,136

AMERICAN CHEMICAL SOCIETY 506

金剛㈱ 493

John Wiley & Sons Ltd 399

日本出版販売㈱ 397

その他 7,475

合計 11,409
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⑫　短期借入金

 

借入先
金額

(百万円)
返済期限 資金使途 担保

㈱三井住友銀行 7,800 １　年　内 運　転　資　金 （注）

㈱みずほ銀行 7,800 〃 〃 〃

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 3,050 〃 〃 〃

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 850 〃 〃 〃

合計 19,500  

　(注) 「第５　経理の状況　２　財務諸表等　(1) 財務諸表　注記事項（貸借対照表関係）　３ コミットメントライン契約」参照

 

⑬　投資等損失引当金

 

相手先 金額(百万円)

丸善システムサービス㈱ 10,686

丸善ブックメイツ㈱ 5,456

その他 4,091

合計 20,233

 

 

 (3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月31日まで

定時株主総会 ４月中

基準日 １月31日

株券の種類

普通株式
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券の７種類。
但し、必要に応じ100株未満の株数表示株券を発行します。
優先株式
第１回Ａ種、Ｂ種、Ｃ種、Ｄ種、Ｆ種、Ｇ種、Ｈ種優先株式

剰余金の配当の基準日
７月31日

１月31日

１単元の株式数 普通株式 1,000株

株式の名義書換え  

　　取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社本店

　　株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 新株発行に要する印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社本店

　　株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店及び全国各支店

　　買取手数料 株式売買の委託にかかわる手数料相当額として当社が別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。な
お、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　http://www.maruzen.co.jp/ir/notification.html

株主に対する特典 なし

（注）当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の

権利を行使することができない。

　　　(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　　(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)
有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度

(第193期)

自　平成13年４月１日

至　平成14年３月31日
 
平成19年４月24日

関東財務局長に提出

(2)
有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度

(第194期)

自　平成14年４月１日

至　平成15年３月31日
 
平成19年４月24日

関東財務局長に提出

(3)
有価証券届出書の

訂正届出書
（第三者割当増資）   

平成19年４月24日

関東財務局長に提出

(4)
有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度

(第195期)

自　平成15年４月１日

至　平成16年３月31日
 
平成19年４月24日

関東財務局長に提出

(5)
半期報告書の

訂正報告書

事業年度

(第196期中)

自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日
 
平成19年４月24日

関東財務局長に提出

(6)
有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度

(第196期)

自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日
 
平成19年４月24日

関東財務局長に提出

(7)
半期報告書の

訂正報告書

事業年度

(第197期中)

自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日
 
平成19年４月24日

関東財務局長に提出

(8)
有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度

(第197期)

自　平成17年４月１日

至　平成18年１月31日
 
平成19年４月24日

関東財務局長に提出

(9)
半期報告書の

訂正報告書

事業年度

(第198期中)

自　平成18年２月１日

至　平成18年７月31日
 
平成19年４月24日

関東財務局長に提出

(10)
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第198期)

自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日
 
平成19年４月27日

関東財務局長に提出

(11) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号（主要株主の異動）
の規定に基づくもの

 
平成19年８月10日

関東財務局長に提出

(12)
有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度

(第198期)

自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日
 
平成19年８月28日

関東財務局長に提出

(13) 半期報告書
事業年度

(第199期中)

自　平成19年２月１日

至　平成19年７月31日
 
平成19年10月23日

関東財務局長に提出

(14)
有価証券届出書

及びその添付書類
（第三者割当増資）   

平成20年４月15日

関東財務局長に提出

(15)
有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度

(第198期)

自　平成18年２月１日

至　平成19年１月31日
 
平成20年４月24日

関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年４月26日

丸善株式会社

取締役会　御中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　平　　野　　　　　満　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲
げられている丸善株式会社の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの連結会計年度の連
結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ
シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は
経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに
ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保
証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びそ
の適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表
示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基
礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、丸善株式会社及び連結子会社の平成19年１月31日現在の財政状態並びに同日を
もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

セグメント情報の事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は、事業区分の方
法を変更した。
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会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

 

 

 

 

※　上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年４月25日

丸善株式会社

取締役会　御中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　平　　野　　雄　　二　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の
状況」に掲げられている丸善株式会社の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの連結会
計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、
連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の
作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明
することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保
証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びそ
の適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表
示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基
礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、丸善株式会社及び連結子会社の平成20年１月31日現在の財政状態並びに同日を
もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年３月21日開催の取締役会において自
己株式の取得及び消却を決議し、また、平成20年４月15日開催の取締役会において第三者割当増
資を決議している。
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会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

 

 

 

※　上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成19年４月26日

丸善株式会社

取締役会　御中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　平　　野　　　　　満　　㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲
げられている丸善株式会社の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第198期事業年度の
財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監
査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務
諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を
得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討
することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た
と判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、丸善株式会社の平成19年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年
度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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※　上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成20年４月25日

丸善株式会社

取締役会　御中

 

監査法人　トーマツ  

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　岡　　雅　　信　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　平　　野　　雄　　二　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の
状況」に掲げられている丸善株式会社の平成19年２月１日から平成20年１月31日までの第199期
事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表
について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立
場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を
得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討
することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た
と判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、丸善株式会社の平成20年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年
度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年３月21日開催の取締役会において自
己株式の取得及び消却を決議し、また、平成20年４月15日開催の取締役会において第三者割当増
資を決議している。
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会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上

 

 

 

※　上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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